
決算特別委員会会議記録

決算特別委員長 古手川 正治

１ 日 時

平成２９年１０月１０日（火） 午前１０時００分から

午後 ２時３０分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

古手川正治、土居昌弘、志村学、衛藤博昭、森誠一、大友栄二、木付親次、

毛利正徳、濱田洋、元吉俊博、後藤慎太郎、三浦正臣、藤田正道、小嶋秀行、

馬場林、尾島保彦、玉田輝義、戸高賢史、河野成司、堤栄三

４ 欠席した委員の氏名

井上明夫

５ 出席した委員外議員の氏名

木田昇

６ 出席した執行部関係の職・氏名

企画振興部長 廣瀬祐宏、農林水産部長 中島英司 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

第９２号議案平成２８年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９７号

議案平成２８年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定につい

て、第９８号議案平成２８年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定

について及び第９９号議案平成２８年度大分県県営林事業特別会計歳入歳出決算の認

定について審査を行った。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し



１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 長友玉美

議事課委員会班 課長補佐（総括） 小野清志

議事課委員会班 課長補佐 工藤ひとみ



決算特別委員会次第

日時：平成２９年１０月１０日（火）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）企画振興部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）農林水産部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただ今から、本日の委員会を古手川委員長

開きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、

これより審査に入ります。

本日は、企画振興部及び農林水産部の部局

別審査を行います。

これより、企画振興部関係の審査に入りま

す。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。

それでは、企画振興部長及び関係課室長の

説明を求めます。

私から、お手元の平成２廣瀬企画振興部長

７年度決算特別委員会審査報告書に対する措

置状況報告書について、企画振興部の関係部

分を御説明いたします。

１１ページをお開きください。（３）個別

事項の①ふるさと大分ＵＩＪターン推進事業

及び移住者居住支援事業についてでございま

す。

移住促進については、特に平成２７年度か

ら力を入れており、移住コンシェルジュを東

京に配置するとともに、東京、大阪、福岡に

移住サポーターを配置し相談窓口を設けてい

ます。また、平成２８年度に設けた移住希望

者の会員組織、おおいた暮らし倶楽部への加

入促進を図るとともに、東京、大阪、福岡で

毎月移住相談会を開催しています。

移住の際に課題となる住居については、市

町村と連携して、全国トップクラスの充実し

た居住支援事業を実施しています。

このような取組により、２８年度は移住者

数が７６８人と大幅に増加しました。一方で、

社会増減全体では、２，０４８人の転出超過

となり、社会増減均衡に向けては更なる取組

が必要です。

転出超過の内訳を見ると、年齢・性別では、

２０から２４歳の女性が全体の半分を超え、

都道府県別では福岡県が約６割を占めている

ことから、今後は、こうした年齢・性別、エ

リアごとに取組を考えなければなりません。

今後も事業の検証を行い、取組の強化を図

ってまいります。

続きまして、お手元の平成２８年度におけ

る主要な施策の成果について、企画振興部の

関係事業を御説明いたします。

８ページをお開きください。くらしの和づ

くり応援事業です。

集落での生活に必要な機能を互いに補い合

うネットワーク・コミュニティの構築のため、

地域コミュニティ組織や地域で活動するＮＰ

Ｏ法人、社会福祉法人などが行う高齢者の見

守りや買物支援などのモデル的な取組を委託

事業として実施しました。

事業成果では、ネットワーク・コミュニテ

ィ構築に向けた取組地区数が目標の１２地区

に対し、実績は１４地区となっています。

９ページをお開きください。小規模集落・

里のくらし支援事業です。

小規模集落の維持・存続のため、地域のコ

ミュニティ組織などが行う交流拠点の整備な

どに対して、市町村と連携して支援しました。

事業成果では、里のくらし支援事業におい

て支援したネットワーク・コミュニティ構築

に向けた取組地区数が目標の２３件に対し、

実績は２４件となっています。

１０ページをお開きください。生活交通路

線支援事業です。

日常生活を送る上で欠かせない公共交通を

維持するため、市町が自ら運営するコミュニ

ティバスや乗合タクシー、市町が支援する民

間バス路線等に対し運行経費の助成を行いま

した。

事業成果では、２２９系統の民間路線バス

及びコミュニティバスに補助することにより、

成果指標の達成率は１００％となっています。
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１１ページをお開きください。ふるさと大

分ＵＩＪターン推進事業です。

県外からの移住・定住を促進するため、東

京、大阪、福岡に相談窓口を開設し、移住コ

ンシェルジュや移住サポーターを配置すると

ともに、田舎暮らしの本などの移住情報誌に

よる情報発信や県主催の移住相談会を東京、

大阪、福岡で毎月開催しました。

事業成果では、移住施策を活用した県外か

らの移住者数が目標の４１０人に対し、実績

は７６８人となりました。

１２ページは移住者居住支援事業です。

本県への移住の決定を後押しするため、市

町村と連携して、購入・改修支援を含む全国

トップクラスの充実した居住支援を実施しま

した。

事業成果では、成果指標である空き家の利

活用数の累計が、目標の８０戸に対し、実績

は１１４戸となっています。

１３ページをお開きください。地域経済分

析システム普及促進事業です。

地域経済に関わる様々なビッグデータを分

析できる、国の地域経済分析システム（ＲＥ

ＳＡＳ、リーサス）の県内での普及促進を図

るため、市町村等への出前講座などを実施す

るとともに、ＲＥＳＡＳを活用した地域課題

分析の報告書を作成しました。

事業成果では、県内自治体での出前講座開

催率が、目標どおりの１００％となっていま

す。

１４ページをお開きください。国内誘客総

合対策事業です。

国内誘客を促進するため、東京・大阪・福

岡など各圏域からの交通手段に応じた旅行商

品の造成を図るとともに、東京では、坐来大

分を活用した商談会の開催などの事業を行い

ました。

事業成果では、国内延べ宿泊者数が、目標

の約６３８万人泊に対し、実績は約６０２万

人泊であり、成果指標の達成率は９４．４％

となっています。

１５ページをお開きください。インバウン

ド推進事業です。

韓国や台湾、中国などのアジアに加え、ラ

グビーワールドカップ２０１９を見据えて欧

米も対象に、メディアの招請やウェブ等での

情報発信、現地旅行会社へのセールスなどの

誘客対策を実施するとともに、多言語コール

センターを設置するなど受入態勢の整備も行

いました。

事業成果では、外国人観光客宿泊数が、目

標値の５６万人泊に対し、実績は約８３万人

泊となっています。

１６ページをお開きください。観光交流拡

大推進事業です。

観光友好交流連携協定を締結した台中市と

の交流を図るため、現地メディアやブロガー

の招請、現地での商談会開催などを行いまし

た。

事業成果では、台湾からの観光客宿泊数が、

目標の８万４千人に対し、実績は約１０万２

千人となっています。

１７ページをお開きください。別府アルゲ

リッチ音楽祭連携海外誘客推進事業です。

欧米への誘客対策として、マルタ・アルゲ

リッチの知名度を活用し、音楽祭と大分県の

魅力を紹介する動画等の作成・配信などを行

いました。

事業成果では、動画再生回数が目標の１０

０万回に対し、実績は１６８万回となってい

ます。

１８ページをお開きください。おんせん県

おおいた県域版ＤＭＯ推進事業です。

県域版ＤＭＯとして、ツーリズムおおいた

の機能の充実・強化を図るために、商品企画

やマーケティングを担う専門人材を配置する

とともに、旅行商品の販売システム導入など

の検討を行ったほか、観光関係者を対象とし

たＤＭＯ啓発セミナーを開催しました。

事業成果では、国内・海外を合わせた県内

宿泊者数が、目標の６９４万人泊に対し、実

績は６８５万２千人泊であり、達成率は９８．

７％となっています。

１９ページをお開きください。観光地域磨
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き推進事業です。

県内各地域の魅力を生かした旅行商品につ

いて、ネット系旅行会社を活用した販売促進

を行ったほか、ツーリズム人材の育成を図る

ため、おおいたツーリズム大学を開催しまし

た。

事業成果では、観光消費額が目標の２，１

６０億円に対し、実績は２，１４６億円であ

り、達成率は９９．４％となっています。

２０ページをお開きください。海外戦略推

進事業です。

アジアの活力を取り込み、本県産業の活性

化を図るため、台湾や香港において、県産品

と観光が一体となった海外プロモーションを

実施したほか、アジアビジネス研究会の開催

や企業の国際人材育成を支援するなど、県内

企業の海外展開をサポートしました。

事業成果では、海外展開企業数が目標の１

００社に対し、実績は１０２社となっていま

す。

２１ページをお開きください。外国人留学

生支援事業です。

留学生の確保や県民と留学生との交流を促

進するため、８０人の留学生に対して奨学金

を交付しました。

事業成果では、人口当たりの留学生数全国

順位が目標の１位に対し、実績は京都府に次

いで２位となりました。

２２ページをお開きください。留学生就職

・起業支援事業です。

人口当たりの留学生数が全国トップクラス

である本県の優位性を生かし、留学生の卒業

後の県内就職や起業を促進するために、おお

いた留学生ビジネスセンターを別府市内に設

置し、個室に２企業、ブース席に７者が現在

入っています。個別支援に加えて、セミナー

や相談会等を開催しました。

事業成果では、留学生の県内就職・起業者

数が目標の７０人に対し、実績は９５人とな

っています。

２３ページをお開きください。留学生誘致

対策事業です。

熊本地震の影響による、留学生の減少を防

ぐため、中国、韓国での日本留学フェアに大

分県ブースを出展し、県内の大学や現役留学

生と連携した募集活動の実施や、海外メディ

アを活用した留学生誘致に取り組みました。

事業成果では、外国人留学生数が目標の３，

３８０人に対し、実績が３，５１６人となり

ました。

２４ページをお開きください。国際スポー

ツ大会誘致推進事業です。

２０２０年東京オリンピック・パラリンピ

ックを始めとする国際スポーツ大会に参加す

るチームの事前キャンプ等を誘致するため、

競技団体等への訪問に加え、フェンシングの

日本やアメリカ代表チーム等のキャンプへの

支援などを行いました。

事業成果では、国際スポーツ大会や事前キ

ャンプの誘致数が目標どおりの３回となって

います。

２５ページをお開きください。おおいた魅

力アップ情報発信事業です。

本県の認知度・魅力度を高めるため、おん

せん県ＣＭ第４弾として、ＰＲ動画「ゆけ、

シンフロ部！」を制作し、特設ウェブページ

を開設するとともに、テレビコマーシャルを

関西、福岡及び県内で放映しました。この

「ゆけ、シンフロ部！」のポスターが、日本

観光ポスターコンクールの総務大臣賞を受賞

し大きな話題となりました。また、首都圏及

び関西圏では、マスコミ向けのパブリシティ

活動の展開や羽田空港での広告掲示などを行

いました。

事業成果では、民間調査による広告換算費

が目標の１２億円に対し、実績は約１０４億

円となりました。

２６ページをお開きください。地域活力づ

くり総合補助金です。

元気で活力あふれる地域づくりを推進する

ため、チャレンジ支援枠では１０件、地域創

生枠では８０件を採択しました。

事業成果では、活動指標である新規事業採

択数が、目標の１０２件に対し、実績は９０
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件となりました。

これは、市町村において、国の地方創生交

付金制度の活用を優先していることによるも

のでありまして、より活用しやすい補助メニ

ューへの見直しを検討してまいります。

２７ページをお開きください。公立大学法

人運営費交付金の芸術文化短期大学分です。

２８年度は、就職率、進学率共に前年度を

上回るとともに、県内外の高校訪問等きめ細

やかな学生確保活動を展開した結果、入学志

願者数も過去最高となりました。また、地域

巡回演奏会の開催、学生作品の国民文化祭大

会ロゴマークへの採用など、地域への貢献活

動を展開しています。また、２８年度からキ

ャンパス整備を進めています。

事業成果では、評価委員会による事業年度

評価を点数換算したものを指標とし、目標の

１００点に対し、実績は１０５点となってい

ます。

２８ページをお開きください。地方創生大

学等連携プロジェクト支援事業です。

地方創生に向け、地域に貢献できる人材の

育成や、若者の県内定着を図るために、県と

県内８大学等が連携して、文科省の認定を受

けたＣＯＣ＋事業の取組に加え、地域の課題

解決に取り組むプログラムや、地域の教養を

深めるプログラムを実施しました。

事業成果では、ＣＯＣ＋参加大学の県内就

職率が目標の４５％に対し、実績は４１．５

％となっています。

２９ページをお開きください。

別府アルゲリッチ音楽祭開催事業です。

第１８回別府アルゲリッチ音楽祭を開催し、

アルゲリッチ＆レーピン室内楽コンサートな

どの世界最高レベルのクラシック音楽の鑑賞

機会が提供できました。

事業成果では、総入場者数が目標の５千人

に対し、実績は５，２６６人となりました。

３０ページをお開きください。大分アジア

彫刻展です。

２８年度は、２年に１度の本展を開催する

とともに、立命館アジア太平洋大学などにお

いて紹介展も開催しました。

事業成果では、本展入場者数が目標の１，

７０５人に対し、実績は２，１５２人となり

ました。

３１ページをお開きください。芸術文化ゾ

ーン拠点創出事業です。

県立美術館と県立総合文化センターを合わ

せた芸術文化ゾーンを核として、企画展や公

演並びに県内各地域の芸術文化活動と連携し

たイベントなどを行いました。

事業成果では、県立美術館来館者数が目標

の５０万人に対し、実績は約４３万人となり

ました。

今後の美術館の企画展については、昨年度

内容が先進的過ぎて分かりにくいなどの御意

見を頂いたことから、多様なジャンルへの挑

戦と集客力のあるコンテンツのバランスを取

り、県民のニーズを取り入れながら実施して

まいります。

３２ページをお開きください。創造県おお

いた推進事業です。

別府市の現代アートによる芸術祭、「ｉｎ

ＢＥＰＰＵ」及びベップ・アート・マンス

や竹田アートカルチャーなど、芸術文化によ

る地域づくりの取組支援を行うとともに、ア

ートマネジメント講座による人材育成を行い

ました。

事業成果では、育成したアートマネジメン

ト人材の数が目標の２０人に対し、実績は２

１人となっています。

３３ページをお開きください。スポーツ交

流地域活力創出事業です。

大分トリニータなど、プロスポーツチーム

による学校訪問や地域イベントへの参加など、

県民がプロスポーツを身近に感じ、スポーツ

に親しむ気運の醸成を図りました。

事業成果では、学校等訪問での交流人数が

目標の３，１２０人に対し、実績は３，５７

５人となっています。

３４ページをお開きください。ラグビーワ

ールドカップ開催準備事業です。

ラグビーワールドカップ２０１９大分開催
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の成功に向け、県内各地のイベントで｢Ｏｎ

ｅ Ｒｕｇｂｙ，Ｏｎｅ Ｏｉｔａ」大作戦

としてラグビーワールドカップのＰＲを行い、

大会の気運醸成を図るとともに、小学校での

タグラグビー授業や保育園・幼稚園でのラグ

ビー体験など、ラグビーの競技普及に取り組

みました。

事業成果では、イベント参加者数が目標の

１万６千人に対し、実績は３万９人となって

います。

３５ページをお開きください。九州の東の

玄関口拠点づくり促進事業です。

九州の東の玄関口として、人の流れを活発

化させるため、フェリー航路や国内航空路線

の利用促進、空港アクセス改善のためのバス

運行経費等の支援を行いました。２８年度末

には、今後の取組に向けて、九州の東の玄関

口としての拠点化戦略を策定したところです。

事業成果では、広域公共交通輸送人員が目

標の１，０６９万人に対し、実績は１，１０

４万人となりました。

３６ページをお開きください。国際チャー

ター便誘致促進事業です。

新たな国際定期路線の開設に向け、マンダ

リン航空による台中－大分間の定期チャータ

ー便の利用促進を図るため、運航経費やＰＲ

経費の一部を支援しました。

事業成果では、チャーター便の国際線利用

者数が目標の１千人に対し、実績は１万１，

２５５人となりました。

以上が主要な施策の成果についての説明で

す。

次に、お手元の平成２８年度行政監査・包

括外部監査の結果の概要について企画振興部

の関係部分を御説明いたします。１ページを

お開きください。

昨年度は県有施設の安全・安心についてを

テーマに監査を受け、その結果、指定管理施

設である県立総合文化センター及び別府コン

ベンションセンターに対して、改善事項を５

件、検討事項を１件頂いています。

３ページをお開きください。一番下の施設

の耐震化等利用者の安全対策に関して、備品

等の転倒防止対策の不備について御指摘を頂

きました。

次に、４ページをお開きください。上から

２番目の施設管理者と本庁所管課等の連携及

び３番目から６番目の指定管理施設における

管理責任の明確化に関して、安全点検結果の

本庁所管課等への報告や、モニタリングの実

施について指定管理者制度運用ガイドライン

に沿った取扱いとなっていない事項があった

ため、御指摘を頂きました。

これらの御指摘について、改善事項につい

ては２８年度中に速やかに改善しており、検

討事項についても、改善に向けて指定管理者

など関係者との調整を現在進めています。

以上で私からの説明を終わります。

私から、企画振興部全体磯田政策企画課長

の歳出不用額について御説明いたします。

資料が変わりまして、平成２８年度決算附

属調書の１３ページをお開きください。まず、

科目欄の中ほどの企画費、企画総務費ですが、

９７７万２６６円のうち当部関係部分は８８

３万２，３１５円で、主なものは、海外戦略

推進事業費の１８６万２，５０６円です。

これは、海外プロモーションやアジアビジ

ネス研究会などの事業実施に係る委託料の所

要額が当初の見込みを下回ったことや、需用

費等の事務的経費の節減によるものです。

その下の企画調査費１億５，０８２万３，

８９０円のうち、当部関係部分は１億４，０

３７万５，７３５円で、主なものは地域活力

づくり総合補助金の８，３１１万５，９０９

円です。

これは、補助金の交付申請額が見込みを下

回ったことや、委託料の減、旅費、需用費な

ど事務的経費の節減によるものです。

その下の広報費３２８万１，３７７円は全

て当部に係るもので、主なものはおおいた魅

力アップ情報発信事業費の１４４万８，５３

４円です。

これは、海外パブリシティ事業における委

託料の所要額が当初の見込みを下回ったこと
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等によるものです。

１行飛んで交通対策費ですが、２６５万５，

７６６円のうち当部関係部分は２１３万５，

８７０円で、主なものは九州の東の玄関口拠

点づくり促進事業費の９５万６，６１０円で、

これは、委託料の所要額が当初の見込額を下

回ったこと等によるものです。

その下の県外事務所費２７５万５，４５４

円は全て当部に係るもので、主なものは東京

事務所運営費の１６４万８，２７４円です。

これは、職員旅費の所要額が当初の見込み

を下回ったこと等によるものです。

続いて、１４ページをお開きください。上

段の統計調査費、委託統計費５５８万３，３

５４円は全て当部に係るもので、経済センサ

ス活動調査に係る市町村への交付金や委託調

査に係る報酬及び賃金の所要額が当初の見込

みを下回ったことや、旅費など事務的経費の

節減によるものです。

続いて、１７ページをお開きください。科

目欄の中ほどの観光費、観光総務費６，４８

８万９，５３１円は全て当部に係るものです。

主なものは国内誘客緊急対策事業費の５，４

９７万９，７６３円です。

これは、熊本地震の影響により急激に減少

した旅行者誘客に向け、緊急対策として発行

した旅行クーポン九州ふっこう割について、

主にネット販売分に残が出たこと等により、

県からの負担金及び補助金の所要額が当初の

見込みを下回ったことによるものです。

１行飛んで観光企画調査費７６５万８，８

５３円は全て当部に係るもので、主なものは

インバウンド推進事業費の４０６万４，７６

７円です。

これは、海外向けの情報発信や誘客に係る

委託料の所要額が当初の見込みを下回ったこ

とや、需用費、役務費など事務的経費の節減

によるものです。

続いて、１９ページをお開きください。大

学費７７４万２，３７６円のうち当部関係部

分は７５３万９，４２６円で、主なものは県

立芸術文化短期大学整備事業費の７１８万７，

３４８円です。

これは、事業主体である県立芸術文化短期

大学が実施した工事の入札におきまして、入

札金額が当初の見込みを下回ったことに伴い、

県からの補助金の所要額も当初の見込みを下

回ったことによるものです。

以上で当部の歳出不用額についての説明を

終わります。

それでは、部長が主要な施策の成果で御説

明いたしました事業以外で、政策企画課の主

な事業について御説明いたします。

お手元の決算事業別説明書の３９ページを

お開きください。第１目大学費の県立芸術文

化短期大学整備事業費３億２，７３８万８，

９７６円です。キャンパス整備基本構想に基

づき、施設の老朽化、狭あい化に対応すると

ともに教育機能の充実を図るため、県立芸術

文化短期大学が行う施設整備や改修等に補助

を行うもので、芸術デザイン棟の着工を始め、

仮設校舎の建設、駐輪場の整備などを行いま

した。

ま宇都宮まち・ひと・しごと創生推進室長

ち・ひと・しごと創生推進室関係の主な事業

について御説明します。

少し戻りまして、３７ページをお開きくだ

さい。一番上の生産性向上仕事の場創出事業

費から一番下の地方創生人材確保支援事業費

までは、平成２７年度末に交付された国の緊

急経済対策に係る地方創生加速化交付金活用

事業の一部を企画振興部でまとめて計上し、

平成２８年度に執行したものです。

計１３本の個別事業を実施しましたが、各

々の事業につきましては各所管部局から説明

することとしています。

企画振興部関係では、先ほど部長が主要な

施策の成果で説明しました事業を含め、５本

の事業を実施しています。

当室では、一番下に記載しています地域経

済分析システム普及促進事業を実施しており、

先ほど主要な施策の成果で部長から御説明申

し上げたとおりです。

国際政策課の主な事業に徳野国際政策課長
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ついて御説明いたします。

４１ページをお開きください。第１目企画

総務費の上から３番目の海外交流ネットワー

クづくり事業費３１１万７，２６６円です。

これは、在外県人会を通じて海外とのネット

ワークづくりを推進するとともに、ブラジル

県人会子弟の県内大学での日本語研修に係る

経費を補助したものです。

芸術文化ス高屋芸術文化スポーツ振興課長

ポーツ振興課の関係事業のうち、主なものに

ついて御説明します。

４７ページをお開きください。中ほどの第

２目企画調査費の２番目にあります芸術文化

創造発信事業費６億８，１６１万３，０１１

円です。

これは、本県の芸術文化の振興を図るため、

県民芸術文化祭の開催や県立美術館での「生

の言祝ぎ」展など、美術、音楽、演劇、舞踊

など幅広い領域にわたる芸術文化事業の実施

や芸術文化基金の積立てに要した経費です。

広報広聴課関係のうち、主森広報広聴課長

なものについて御説明します。

４３ページをお開き願います。第３目広報

費です。

広報活動費２億１，３３３万１０３円です。

主な内容は、県政広報に要する経費として、

テレビ・ラジオ番組の放送や、新聞５紙への

記事掲載及び県広報紙、新時代おおいたの発

行等に要した費用でございます。

統計調査課関係の事業に清末統計調査課長

ついて御説明いたします。

４５ページをお開きください。第７項統計

調査費第２目委託統計費、１億２，９８１万

９，６４６円です。これは、経済センサス活

動調査、社会生活基本調査など、総務省、経

済産業省など国の関係省から受託して行う基

幹統計調査等の実施に要した経費で、財源は

全額国庫支出金でございます。

観光・地域振興課阿部観光・地域振興課長

の決算について、主なものとして、熊本地震

の影響により急激に減少した本県への旅行者

向けの緊急対策である、旅行クーポン九州ふ

っこう割に関する２事業について御説明しま

す。

資料の５３ページをお開きください。第１

目観光総務費の上から２番目、国内誘客緊急

対策事業費４９億７，８７１万４，２３７円

です。

これは、国内旅行者に対する本県の元気情

報の発信や、国内向け九州ふっこう割の発行

に要した経費です。

また、少し飛んで、５６ページをお開きく

ださい。第３目観光企画調査費の上から４番

目、インバウンド緊急対策事業費の１１億２，

０１７万１千円です。これは、訪日外国人旅

行者に向けた、本県が安全・安心に旅行がで

きることの情報発信や、海外向け九州ふっこ

う割の発行に要した経費です。

地域活力応援室関係岩崎地域活力応援室長

の主なものを御説明いたします。

少し戻りまして、５１ページをお開きくだ

さい。一番下の国東半島地域広域連携促進事

業費１，２５７万９，３９１円です。

この事業は、国の半島振興広域連携促進事

業を活用し、国東半島地域の振興を図るため、

関係市町や国東半島振興対策協議会等の団体

が行った都市部での移住・定住フェアへの合

同参加や国東半島観光ガイドブックの作成等

の合計２０事業について、事業主体に補助金

を支出したものです。

交通政策課関係の主な事土田交通政策課長

業の決算について御説明いたします。

５７ページをお開きください。一番下の第

６目交通対策費にあります国際航空路線拡充

・定着化促進事業費５，２９２万１千円につ

きましては、国際定期便である大分－ソウル

線の利用促進そして定着化を図るため、旅行

会社や航空会社に対して、旅行商品の広告費

や運航に係る着陸料等を補助したものでござ

います。

次の５８ページをお開きください。上から

六つ目の東九州新幹線推進事業費１８９万１

千円につきましては、東九州新幹線の基本計

画路線から整備計画路線への格上げを図るこ
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とを目的に、平成２８年１０月に設立しまし

た本県単独の推進組織であります大分県東九

州新幹線整備推進期成会を主体として、国へ

の要望活動や県民向けのシンポジウムなどの

気運醸成に要した経費です。

以上で説明は終わりました。古手川委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔・明瞭に

答弁願います。

事前通告が２名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

事業別説明書の５５ページ、津久見堤委員

観光周遊性創出事業費の件です。

これは実証実験となっていますけれども、

どのように実証実験を行い、特に今回、台風

第１８号の被害で市中心部がかなり浸水をし

て、こういう周遊性創出事業での結果を、こ

の津久見の観光、また商店街振興にどのよう

に生かしているのかという点をまずお伺いい

たします。

５８ページの東九州新幹線推進事業費、こ

れは毎回聞いていますけれども、期成会を立

ち上げて、県民の気運醸成や国への要望活動

を行っています。国の考えや対応は、現状は

どうなのか。

まだ、期成会では、在来線の縮小、廃止な

ど、危惧される点やストロー現象等をどのよ

うに議論され、県民に周知をされているのか。

同じく、５９ページの太平洋新国土軸構想

推進事業費。現在、大分市では、シンポジウ

ム等を開催して気運醸成を図ろうとしていま

すけれども、大分県としては、どのような形

で大分市と歩調を取ろうとしているのか。

また、協議会等の昨年の活動実績はどのよ

うなものか。

最後に、さっき決算附属調書の１３ページ

で、地域活力づくり総合補助金として８，３

１１万円の不用額が出たと。総合評価もＢに

なっていますけれども、これは非常に使い勝

手のいい制度だと私はずっと認識してきたん

ですが、８千万円以上の不用額が出るという

ことになると、若干問題があるのかなという

思いがあるんですけれども、そこら辺はどの

ような原因でこういう状況になったかという

点をお伺いいたします。

津久見観光周遊性阿部観光・地域振興課長

創出事業費についてお答えいたします。

本事業は、地域課題解決枠として中部振興

局が実施しているもので、四浦半島などへの

観光客を中心市街地へ周遊させ、魅力向上を

図ることを目的に平成２７年度から取り組ん

でおります。

２年目となります平成２８年度は、つくみ

ん公園に設置いたしましたコンテナ２９３

（つくみ）と言いますが、このコンテナ２９

３号を拠点に、市民交流会やマグロバーガー

の試食会などを開催し、食や観光の情報発信

による周遊促進を促すとともに、コミュニテ

ィスペースとして活用するため、中央町商店

街にございます空き店舗、宮本共有会館の簡

易改修を行いました。

また、商工業者、まちづくりグループ、学

生等、多様な市民が参加したまちづくり団体

ツクミツクリタイの設立を支援いたしました。

同団体には、観光促進や中心市街地の活性化

に取り組んでいただいております。

また、今回の台風第１８号では、商店街で

の被害は大きく、市民やボランティアの方々

などが復旧作業を続けている中、ツクミツク

リタイが災害ボランティアの休憩所として宮

本共有会館を開放し、軽食やトイレの提供を

行うとともに、災害関連情報の掲示等により

活用しているところでございます。

具体的にはｃａｆe１／２と申しますが、

９月１９日から開催して、現在まで続いてお

ります。

今後とも、ツクミツクリタイが商店街の復

興を盛り上げるイベントの開催等に積極的に

取り組み、津久見市の復旧、復興の一翼を担

うよう期待するとともに、観光誘客の促進に

つながるよう県及び市との連携により取組を
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進めてまいります。

２点質問を頂戴いたしま土田交通政策課長

した。

まず、東九州新幹線の事業についてでござ

います。こちらについては、２８年１０月に

県単独の期成会であります大分県東九州新幹

線整備推進期成会を設立したところでござい

まして、シンポジウムの開催などによる県民

気運の醸成、あるいは国への要望活動を行っ

ているところでございます。

直近の整備新幹線の状況でございますが、

今年の３月に唯一決まっていなかった北陸新

幹線の敦賀以西のルートが決定して、整備新

幹線については、全てのルートが確定したと

ころでございます。

国におきましては、地方創生回廊を推進す

る中で、整備新幹線の整備加速もうたってお

りまして、整備新幹線の開業が早まることも

期待しているところでございます。

今年度は、国の予算におきまして、基本計

画路線を含む幹線鉄道ネットワークの調査を

しているとも聞いておりますので、基本計画

路線に国の目が向き始めていると期待してい

るところでございます。

県民への周知でございますが、堤委員から

御指摘を頂戴しているところでございますの

で、今年度、本県の期成会で作成したチラシ

がございますけれども、そちらについては、

４県１市の期成会のチラシとは別の内容にし

ておりまして、その中には、いわゆる並行在

来線の運行維持でありますとか、ストロー現

象といったような課題が起こり得るというと

ころは明記をしております。

その内容については、今年度は、県内の全

商工会議所の、例えば、常議員会というよう

なところにこちらから出向いて説明をするよ

うな機会を設けております。

あるいは、今度中津市でもシンポジウムを

開催し、その場でも今後もそういった機会を

通じて、課題も含めてきちんと県民の皆様に

周知を図っていきたいと考えてございます。

もう一つの太平洋新国土軸構想でございま

すが、こちらは県と市の組織である太平洋新

国土軸豊予海峡ルート推進大分県期成会とい

うのがございまして、大分市長は副会長にな

っております。

この県の期成会の活動としては、豊予海峡

ルートの看板を掲載していますので、それを

掲載し続けることによる広報でありますとか、

全体の新国土軸構想、あるいは愛媛県とか高

知県と一緒になった豊予海峡ルートの広域的

な組織がございますけれども、そちらの会と

一緒に要望活動を実施したりしております。

今後も、県期成会として、大分市とともに、

掲げた火を消さないよう活動を続けていきた

いと思っております。

なお、本年５月の大分市主催の豊予海峡の

シンポジウムには、パネリストとして県から

も参加したところでございます。

なお、協議会の活動でございますけれども、

昨年度は、全体の１６府県が参加している団

体と、７県が参加している豊予海峡ルート推

進協議会とともに、ほかの会員県と一緒にな

って国土交通省を始め、各県選出の国会議員

などに対しまして要望活動を行ったところで

ございます。

また、活動といたしましては、豊予海峡間

の交流促進活動に対する支援でございますと

か、ホームページあるいはパンフレットによ

る活動を行ったところでございます。

総合補助金の不用額岩崎地域活力応援室長

について御質問いただきました。

部長説明でお話ししたとおり、地方創生交

付金の関係で、市町村の事業が交付金に振り

替わったというところがございます。

２月の補正に向けて１２月末段階で、６振

興局に相談のあった案件で使える分と、更に

緊急に使える部分を見込みまして補正をいた

しました。しかしながら、国の補正も同時に

行われ、市町村の分がそれに振り替わって不

用額が８千万円出たということでございます。

今後、部長説明で申し上げましたが、使い

勝手がいいように検討していくということで、

これからの３年間、大きなイベントは殊更イ
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ンバウンド対策とかありますけれども、市町

村と一緒に取り組めるものを加速させるとか、

そういったものをこれから検討してまいりた

いと思っています。

東九州新幹線の関係ですと、そうい堤委員

う問題点、課題等のチラシを作ったと、これ

は非常にいいと思うんだけれども、それを結

局、商工会議所の常議員だとか中津のシンポ

ジウム、これまでもシンポジウムをずっと開

催してきているよね。

例えば、広く県民に気運醸成を訴えるとい

う意を説明するんだけれども、そういうチラ

シは県民全体にどのような形で広報していく

のか。一定、特定の参加者とか会議所だけじ

ゃなくて、広く県民にどのように周知をして

いくかという点を再度お伺いいたします。

それと、不用額の関係。結局、あれは中身

が変わっただけで、基本的に変わっていない

という認識でよろしいわけですか。大体市町

村が補正で変わって、今までの事業としてそ

れがほとんど採択されている。それがなけれ

ば、この補助金で全額オーケーであったとい

う認識でよろしいわけですね。そこだけちょ

っと確認。

常議員なりに説明する趣土田交通政策課長

旨といたしましては、県が説明会を開くとい

った場合、ある程度興味のある方しか来ない

んではないかということで、こちらから、い

わば押しかけて、通常開かれている場に行か

せていただいて説明をする機会を設けたいと

いう趣旨でございます。

加えて、中津市でシンポジウムを行うとい

うことも、大分市ばかりでやっているのも県

全体に広がらないという思いで、今回は大分

市以外の中津市でやるという趣旨でございま

すけれども、さらに県民全体という観点では、

まず新幹線のホームページを県でも作ってお

りますので、チラシに掲載した内容と同じも

ののホームページの掲載を検討させていただ

きたいと思います。

全額ではございませ岩崎地域活力応援室長

ん。聞き取りによりますと大体半分ぐらいで

す。

私からは４点質疑いたします。土居副委員長

まず１点目です。別府アルゲリッチ音楽祭

連携海外誘客推進事業です。主要な施策の成

果の１７ページです。

とてもすばらしい動画が出来上がって、多

くの皆さんに見ていただきました。実際、海

外から来たお客さんの動向がどんな感じだっ

たのかお伺いします。

そして、今後この動画をまた活用できない

のかとか、一部を取って一部を加えてとか、

活用できないものかなと思っているんですが、

いかがでしょうか。

２番目に、おんせん県おおいた県域版ＤＭ

Ｏ推進事業、主要な施策の成果の１８ページ

です。

やはり私、このＤＭＯ運営や事業推進に関

わる財源の問題もあると思います。サンフラ

ンシスコでＤＭＯを見てきましたが、やはり

自主財源も持っていました。一般質問でもあ

りましたが、こういった点を再度質問いたし

ます。

３番目に、地域活力づくり総合補助金、主

要な施策の成果の２６ページです。

畜産公社が食育事業として８３７万円使っ

ているんですが、実は成果が乏しい状況があ

ります。地域づくりの効果のない補助金だっ

たのではないかと感じているんですが、その

見解について伺います。

４番目は交通対策推進費で、事業別説明書

の５９ページです。

平成２８年の予算特別委員会で、堤委員が

ＪＲ九州による県内三つの駅の無人化を受け

て対策を問うたところ、ＪＲが対応している

が、県はその状況を注視していくという答弁

を頂いています。

また、この無人化は、今年度に入ってもど

んどん広がる気配があります。ですので、こ

の注視した点について、どこをどうすればい

いのか、見えてきた課題などについてお伺い

します。

主要な施策高屋芸術文化スポーツ振興課長
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の成果１７ページ、アルゲリッチ音楽祭連携

海外誘客推進事業について説明いたします。

この事業は、２０１９年のラグビーワール

ドカップ等を見据えまして、インバウンドを

推進するために欧米で高い人気を誇るアルゲ

リッチと併せまして、大分県の魅力を同時に

世界へ発信したものです。

動画の名前は「ＯＩＴＡ ＰＥＡＣＥ ＳＹ

ＭＰＨＯＮＹ」というもので、それをユーチ

ューブ等で公開いたしました。

英語のナレーションで海外に向けたアピー

ルをして、音楽祭に向けて歓迎ムードの高ま

る大分県の姿も収めました。

また、それをＳＮＳによる配信を行うとと

もに、パンフレットを４万部作成して、各国

の大使館等にも配付いたしました。その結果、

海外の有名雑誌「ＭＵＳＩＣ」等やＪＡＬの

機内誌にも情報を掲載されまして、今年２月

の動画の公開からは４週間で１００万回とい

う形で、現在１７７万回までいっております

けれども、大分県の魅力を世界に発信できた

ものです。

インバウンドの成果ですけれども、まずイ

ンバウンド全体の傾向を言いますと、５月で

比較しますと、２年前の５月が４万２，６８

７人、今年の５月が６万１，２８２人と、全

体としては増加傾向にございます。

その中でアルゲリッチ音楽祭につきまして

は、小澤征爾との共演ということで、日本国

内からも非常に多かったもので、海外からの

お客様は今回はシンガポールから４名、韓国

から１名という形になっております。しかし

ながら、問合せも多く、アジアになりますけ

れども、中国、台湾、韓国等１７件以上の問

合せが来ていますので、今後またインバウン

ドは、アジアのみならず、欧米からの誘客が

図れると思っております。

今後の活用でもう１点ございますけれども、

この前の第１９回音楽祭の模様をＤＶＤに収

めておりますけれども、その中にこの動画を

挿入することで、アルゲリッチのＤＶＤを買

って見た人が動画も見られるという形で今作

業を行っております。

また、来年第２０回の音楽祭でございます

ので、大分県のプロモーション活動には様々

な場面で活用していきたいと思っております。

おんせん県おおい阿部観光・地域振興課長

た県域版ＤＭＯ推進事業についてお答えいた

します。

まず、２８年度の決算におけるこの事業は、

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の３

７ページ、上から３番目でございますが、観

光誘客対策ＤＭＯ育成事業費で実施したもの

で、全額地方創生加速化交付金を活用してお

ります。

ただ、委員お尋ねの今後のＤＭＯの運営と

いうことでございますが、確かにこの財源問

題は非常に大きな問題でございまして、ＤＭ

Ｏそのものは稼げる組織でないといけないと

いうことになっておりますが、やはり全てを、

人件費を含め稼ぐというのはなかなか難しゅ

うございます。ただし、そういう組織を目指

すために、少しでも自主財源で運営できるよ

うに努力をしておりまして、まず昨年度は、

そのためのプロパー職員の養成をしたり、２

種の旅行業の免許も取得いたしました。

本年度、来年度につきましては、旅行商品

の販売システムを構築いたしまして、県内各

市町村の旅行商品を集めて販売する、少しず

つ収益を上げていく、こういう組織に作り上

げていきたい思っております。

地域活力づくり総合岩崎地域活力応援室長

補助金について御質問いただきました。

地域活力づくり総合補助金は、そもそも地

域の活性化につながる個人とか各種団体、法

人が行う取組を支援するものでございまして、

振興局では申請当初から一緒に考え、申請に

当たっても中身の調整などを行っております。

今回の支援の中身は、株式会社大分県畜産

公社が、昨年７月に完成した県内唯一の食肉

処理施設を地域の産業資源として活用するた

め、見学者の受入体制の整備のためにビデオ

とかパンフレット、それからパネルの製作、

それと衛生管理を徹底させるために見学に訪
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れた方々がトイレができるように施設の外に

トイレを設置する、それに対して支援を行っ

たものでございます。

施設見学者を積極的に受け入れまして、畜

産物の消費喚起や、産業、人材、将来の担い

手を育成していくという取組でございます。

地域の活力づくりにつながるものと判断して

おります。

成果に関しましては、今後もフォローアッ

プしていきたいと思っております。

ＪＲの駅の無人化の関連土田交通政策課長

で御質問いただきました。

県として、その無人化に当たって一番懸念

をしますのが、やはり安全面と、利用者の利

便性が低下しないか、維持が図られるかとい

う点でございます。

御質問いただきました２８年３月に無人化

されました豊前善光寺、幸崎、緒方の３駅に

ついては、ＪＲ九州の方で自動券売機、遠隔

の放送装置、そして、列車が接近してきたと

きの放送装置や防犯カメラを設置しておりま

す。

そういった意味では、無人化後もサービス

の維持に努めていると考えておりまして、こ

れまで特に懸念が生じているということは、

今のところ聞いていない状況ではございます。

さらに、無人化後もＪＲ九州は地域の要望

に応じまして、例えば、夜間の照明を明るく

したりとか、そういった対応も取っておりま

すので、今後も引き続き状況を注視していき

たいと思ってございます。

ＪＲの無人化ですけれども、土居副委員長

やはり障がいを持っている方とかは大変不便

に感じています。来年国民文化祭もあるので、

バリアフリー化をどのようにしていくかとか、

ちょっと考えていただきたいなと思っており

ます。

もう時間がないので、総合補助金の件につ

いて言及したいと思うんですが、公社でそう

いう見学コースを作るというのは、とてもす

ばらしいことですけれども、やはり実績がな

かなか上がってきていません。見学するにも、

衛生面でどうなのかなと疑問を感じるところ

もありますし、その辺、もっと徹底していた

だきたいと思います。

さらには、この総合補助金の枠ですけれど

も、予算特別委員会では、全体枠を議会は認

めます。事業の執行は全くノータッチで、年

度が明けたらこういうものに使いましたと言

って議員に説明をして、議員はなかなか了承

できないケースもあるんじゃないかなと私は

思っています。

ですから、事業を執行する上で、やはり地

元の自治体の議員にも説明しながら進めてい

っていただきたいなと思いますし、さらには

市民の皆さんがこういう事業をしたいと言っ

て相談に行くと、なかなかハードルが高くて

できないケースもあります。地元の自治体は

どのような動きをしているのかということで

問われて、その基礎自治体と住民が一体とな

った動きをして、補助金額が認められるとい

うケースも多々ありますが、今回、畜産公社

はこういうケースではありませんし、もっと

使い勝手をよくしていただきたいと思ってお

ります。

先ほど廣瀬部長や岩崎室長からも、より使

いやすいメニューに再構築したいという答弁

を頂きましたので、また来年度期待しており

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

ほかに、事前通告されていな古手川委員長

い委員で質疑はありませんか。

先ほどの土居副委員長の質問に関衛藤委員

連して、駅の無人化の話でＪＲ九州が確か８

駅を対象に、スマートサポートステーション

を導入される予定だったと伺っております。

ちょうど駅のバリアフリーも高城、鶴崎、

大在駅で決まりまして、地元の人たちはこれ

からまた駅を中心に再活性化していくんじゃ

ないかという期待が大変広がりました。

そういう中で、今回無人化ということで、

ちょっと地元も地域の皆さんも困惑している

部分が多々あります。

確か知事の記者会見だったと思うんですけ

ど、知事もきちんと、しっかりと考慮してほ
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しいと慎重な意見をおっしゃっておりました。

先ほど幸崎なんかが先にやった所で例に入

っていたと思うんですけれども、そういった

非常に乗降客が少ない所と、今度バリアフリ

ー化をする乗降客が多い所とはかなり性質が

違うと思います。その辺りについての県とし

ての認識や今後の働き掛けをどのように行っ

ていかれるつもりか教えていただけませんで

しょうか。

いわゆるＪＲ九州による土田交通政策課長

スマートサポートステーションの導入による

大分市内の無人化ということでございますけ

れども、まず、ＪＲ九州の説明としては、い

わゆる幸崎駅と同様の無人化ではなくて、飽

くまで駅員がいなくなりますという言い方で

ございまして、代わりにＪＲ九州としては、

投資をした上で、遠隔の監視を始発から終電

まで提供しますという言い方ではございます。

ただ、県あるいは大分市としましては、や

はり先ほども申し上げたように、駅員がいな

くなるということは、安全面あるいは利便性

の面、特に障がい者の御利用の面とかで利便

性が低下するのではないかという懸念をして

おりまして、特に御指摘のように、大分市東

部については、乗降客が４千人程度ございま

すし、かなり大きめの駅、加えて鶴崎駅は特

急も停車するという駅でございます。

加えて、こちらも御指摘のとおり、県と市

では、利用者数が３千人以上の駅については

順次バリアフリー化を進めている中での駅員

がいなくなるという状況に大変懸念をしてい

るところでございます。

９月の頭に、県と市の連名でＪＲ九州の本

社に対しまして要望をしてまいりました。

中身といたしましては、まず、利便性、安

全性の面で機能が損なわれるんじゃないかと

いうことを懸念しているという面と、加えて

高城、鶴崎、大在はラグビーワールドカップ

でも拠点となる可能性がある駅ということで、

更にバリアフリー化を進めているにもかかわ

らず、駅員がいなくなるというところについ

ては、高齢者あるいは障がい者に円滑な移動

環境を提供するという事業の趣旨と反するの

ではないかといった懸念をまずは伝えており

ます。

その上で、そうした我々の懸念をちゃんと

払拭するように努めてください、加えて、沿

線の住民、大分市民の方々に対して説明を尽

くしてくださいと要望しております。

今後は、まずは懸念が払拭できるか、更に

は住民の方にきちんと丁寧な説明がなされる

かということについて、引き続き協議をして

いきたいと思っております。

事業別説明書５１ページの一番下三浦委員

の国東半島地域広域連携促進事業費に関して

です。

この事業は各市町村が取り組む定住・交流

・産業促進の支援ということですけれども、

具体的にそれぞれの市町村から上がってきて

いる事業に対して、何事業補助をしたのか。

あわせて、この効果が一体どの程度あったの

かというのをお聞かせください。

国東半島地域広域連岩崎地域活力応援室長

携促進事業費についてです。

２８年度は、全体で２０の事業をしており

まして、例えば、国東半島対策協議会、これ

は半島４市が作っている協議会ですけれども、

ここが半島内の各施設のイベント等の紹介を

行うパンフレットとか、そういったものを作

成するために使用しております。

それから、豊後高田市では、花とアートの

岬長崎鼻でドライブインシアターを行うイベ

ントの支援をしております。

それから、国東市は、国東、杵築合同の移

住体験ツアーとか、そういったものの支援を

しております。それから、福岡に出している

アンテナショップでのイベントとか、そうい

ったものを支援してございます。

そういった２０のイベント、観光パンフレ

ット、それから、これから始まろうとしてお

ります六郷満山１３００年祭に向けた基盤づ

くりの取組の内容などを決めていく調査とか

いったものに支援してございます。効果はこ

れから出てくるものかと思っております。引
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き続きフォローアップしていきたいと思って

おります。

昨年度が２０事業ということです三浦委員

けれども、実際その市町村が上がってきてい

るうちの全て補助をしたのかというのを教え

てほしいなと思います。

また、効果がこれからということですけれ

ども、具体的に１，２００万円以上の予算を

使っているわけですので、その検証結果につ

いて、ある程度、市町村と協議をして、どう

いった形で効果が表れているのかというのを

把握することは非常に大事かなと思うんです

が、その辺はどうなんでしょうか。

２８年度は、要望し岩崎地域活力応援室長

たほとんどが採択されております。これは国

に県がまとめて申請をしまして、採択した分

を補助金として交付する事業になっておりま

す。各市から上がってきたもののほとんどが

採択されております。これは国が最終的に補

正も行っていまして、事業を拡大したという

経過もございます。

それから、効果につきましては、ほとんど

が交流人口の拡大であったりとか移住定住の

数字に表れるものと思っております。これは

現在、関連部署の観光の方でも把握しており

ますし、移住についても把握していくという

ことになっております。

企画振興部で移住定住策に、この三浦委員

事業だけじゃなくて、しっかり取り組んでい

ただいていることは十分把握はしています。

この事業での国東半島地域の定住促進等とい

うのもありますので、市町村ともう少し緊密

に連携を取って、結果を残していくというこ

とが必要じゃないかなと思います。是非今後

も支援していただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。

３点ほどお伺いいたします。藤田委員

１点目が、主要な施策の成果の１３ページ、

地域経済分析システム普及促進事業について、

各市町村での出前講座が終わったということ

なんですけれども、ちょっとこのビッグデー

タを活用した政策立案というイメージが湧き

にくいので、講座が終わった後に具体的に各

市町村でどのように活用ができているのか、

若しくは活用してほしいのかという事例をお

教えいただきたいと思います。

それと２点目が同じく１５ページ、１６ペ

ージですね。インバウンド推進事業、そして、

観光交流拡大推進事業の関係ですけれども、

目標数値である外国人観光客宿泊数が２８年

度で８２万人を超えて、もう既に２９年度の

目標を超えているんですけれども、今年度の

取組に当たっては、どういう数値を目標とし

ているのかという点。

あわせて、その下の台中市からの定期チャ

ーター便の関係ですね。成果もあって、台湾

からの観光宿泊者数が１０万人を超えている

ということなので、上のインバウンド推進の

中でもかなりのウエイトを持った取組だと思

われますけれども、今後のチャーター便の運

航、定期化に向けた見通しというのがどうな

っているのかというのをお伺いをいたします。

最後に、事業別説明書の５９ページ、これ

までもＪＲ関係のお話が出ていましたが、一

般質問の中でも不採算路線の問題、あるいは

災害復旧の問題、ＪＲの路線維持や施設サー

ビスに関わる課題というのは、今後ますます

大きくなってくると思われるんですが、５９

ページにあるこの九州地域鉄道整備促進協議

会や日豊本線高速・複線化大分県期成同盟会

の活動が今どうなっているのかという点につ

いてお伺いいたします。

Ｒ宇都宮まち・ひと・しごと創生推進室長

ＥＳＡＳの活用状況について御質問いただき

ました。

市町村につきましては、ＲＥＳＡＳを使い

ながら、我が市、我が町、我が村の人たちが、

どちらの方に、どちらの県に出ているのか等

のデータが出てきますので、そういう人口分

析に活用されているとお伺いしております。

また、大銀経済経営研究所もかなりこちら

の方の分析をしておりまして、人口分析ある

いは産業分析をしていただいて、私どもにも

その分析結果を頂いているという状況でござ
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います。

インバウンド推進阿部観光・地域振興課長

事業についてお答えいたします。

委員のおっしゃるとおり、実は２８年度は

目標の５６万人に対して実績は約８３万人と

いうことで、非常に大きな数字を上げており

ます。これは全国で１６番目、九州７県では

福岡に次いで２番目の数字でございます。

それで、実はプラン２０１５の目標にもこ

れは入っておりますが、２８年を約８０万人

という数字で、来年はこの数字が約９０万で

すか、３年前倒しで取り組んでいきたいと思

っております。

台湾のチャーター便の見土田交通政策課長

通しについて御質問いただきました。

台中からのマンダリン航空による定期チャ

ーター便については、今月末までを予定とし

て運航が開始されていたところでございます。

１１月以降については未定でございます。

と言いますのも、マンダリン航空において、

機材繰りが窮屈になってきてございます。ま

ずは、マンダリン航空で導入する予定として

おりました新型機の納入が遅れているという

こと。そして、現在使っているエンブラエル

であるとか、そういった機材についても台湾

の航空当局からメンテナンスをするという指

示を受けて、順次メンテナンスに入れている

ところでございまして、そういった機材の関

係等もございまして、１１月以降の計画は現

在のところ未定でございますけれども、県と

いたしましては、インバウンドにおいても大

変重要な台湾からの誘客については、台湾か

らの直行便というのは不可欠であると考えて

おりますので、引き続き航空会社と調整をし

ていきたいと思ってございます。

続けて、鉄道の関係で九州地域鉄道整備促

進協議会と日豊本線の同盟会の活動というこ

とでございます。

まず、前者の九州地域鉄道整備促進協議会

でございますが、これは全県が加盟しており

まして、それぞれの大分県で言えば各市町か

らＪＲに伝えたい要望を取りまとめて幹事県

である福岡県に集約をさせて、それをＪＲ九

州に伝える場となってございます。

日豊本線の方は、日豊本線沿いの市町に参

画いただきまして、日豊本線の高速複線化を

もちろん目的としているんですが、それ以外

にも毎年の要望活動の中では、当該年度で懸

念されている事項について、別に要望事項を

立ち上げまして、それを伝える場になってお

ります。

それぞれＪＲ九州の幹部に直接市町あるい

は県の要望を伝えられる場として貴重な機会

だと思っておりますので、引き続きこういう

場を通じて鉄道路線の維持でありますとか、

利便性の維持向上について要望をしていきた

いと思ってございます。

先ほどのインバウ阿部観光・地域振興課長

ンドの前倒しでございますが、言葉が足りま

せんでした。

３年前倒しといたしまして、２８年度は８

０万人、２９年度が８８万人、３０年度は９

６万人を目指したいと、上方修正したいと思

っております。

台中からのチャーター便の関係は、藤田委員

今のところ１１月以降は見通しが立っていな

いというお話でした。

今のインバウンドの数値目標自体はもう上

方修正しているということなので、仮にこの

間チャーター便が運航できないということに

なれば、その代替策もまた考えなければいけ

ないということだろうと思います。

実際にチャーター便を継続して定期化に向

けて更に頑張っていただきたいということを

お願いすると同時に、その代替案についても

しっかり手当てをしていただきたいというこ

とをお願いさせていただきます。

そして、ＪＲに関しては、やはり今お聞き

しても、本当に重要なこの二つの会議だと思

います。

この間の一般質問でも御提案させていただ

きましたけれども、もっとポジティブに今の

路線を維持したり、質を向上させるために、

自治体の関わりというのが今後ますます重要
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になってくるだろうと思います。そういった

対応もしっかり考えて、また市町村に対して

もこれからの取組に関して、まず復旧、復興

が第一番だろうと思いますので、是非協力を

しながら、ＪＲとともに地方の足を守るため

に努力いただきたいと思います。

以上、要望で終わります。

ほかに、質疑はありませんか。古手川委員長

〔「なし」と言う声あり〕

それでは、委員外議員は質疑古手川委員長

はありませんか。

〔「なし」と言う声あり〕

それでは、本日の質疑等を踏古手川委員長

まえ、全体を通して、委員の方からほかに何

か質疑はございませんか。

〔「なし」と言う声あり〕

特にないようですので、これ古手川委員長

で質疑を終了します。

それでは、これをもって企画振興部関係の

審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔企画振興部、委員外議員退室〕

これより内部協議に入ります。古手川委員長

先ほどの企画振興部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたい

と思いますが、特に、指摘事項や、来年度予

算へ反映させるべき意見・要望事項等があり

ましたら、お願いします。

先ほどの東九州新幹線関係のストロ堤委員

ー現象だとかいろいろなやつで、パンフレッ

トを作ったという報告がありました。そうい

う気運醸成だけじゃなくて、こういう負の部

分もあるんだと。つまり、そういう在来線の

問題、ストロー現象の問題、人口減少の問題、

様々な問題があるということを広くやっぱり

県民に知らせていくという取組を是非一方で

はやっていただきたいと思いますので、要望

しておきます。

地域活力づくり総合補助金に土居副委員長

ついてですが、メニューの在り方などを再構

築して、地域づくりに汗をかく住民の皆さん

を後押しする施策となるよう、大いに使いや

すくなるように求めておきます。

ほかにありますか。古手川委員長

〔「なし」と言う声あり〕

ただ今、委員から頂きました古手川委員長

御意見、御要望及び本日の審査における質疑

を踏まえ、審査報告書案として取りまとめた

いと思います。

詳細については委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う声あり〕

それでは、そのようにいたし古手川委員長

ます。

以上で企画振興部関係の審査報告書の検討

を終わります。

暫時、休憩いたします。

午前１１時１９分休憩

午後 １時００分再開

休憩前に引き続き、委員会を土居副委員長

開きます。

これより、農林水産部関係の審査を行いま

す。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう、要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、農林水産部長及び関係課長の説

明を求めます。

初めにお手元の、一般会中島農林水産部長

計及び特別会計決算事業別説明書の１７５ペ

ージをお開きください。

平成２８年度一般会計歳出決算のうち農林

水産部関係分について御報告いたします。

上段、一般会計の一番下、歳出合計欄を御

覧ください。

平成２７年度からの繰越しを含めた予算現

額は、左から２列目にありますように、５８

８億４，７２８万７千円となっており、その

右側の支出済額４３９億１３３万７，４３５

円と、その右の平成２８年度から２９年度へ

の翌年度繰越額を差し引いた不用額は、１２
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億６，８０３万６，５６５円となっておりま

す。

不用額の詳細や特別会計につきましては、

各課別の決算状況と併せまして、後ほど担当

課長から御説明いたします。

続きまして、お手元の決算特別委員会審査

報告書に対する措置状況報告書の７ページを

お開きください。

昨年度の決算特別委員会の審査報告書に対

する措置状況を御報告いたします。

まず、農業改良資金の収入未済額の解消に

ついてでございます。

農業改良資金は、平成２２年度の法改正に

より、貸付機関が日本政策金融公庫に移管さ

れており、平成２３年度から一般会計におい

て債権を管理しています。

２８年度は滞納者１４名に対し、返済協議

を重ね、滞納解消に努めてまいりました。

その結果、元金については約２９９万円の

収入未済額を回収し、滞納者のうち２名が完

済しており、元金の完済等に伴い、新たに約

８７８万円の違約金が確定しました。

また、回収が不能となっている元金１８５

万円及び違約金約３７４万円について、債権

放棄の議決に基づき不納欠損処分をしました。

２８年度末の収入未済額は約６，６２１万

円となり、２７年度末と比較し、約１９万円

の減となっています。

今後も関係機関と連携しながら督促などを

行い、長期滞納額の縮減と滞納者数の減少を

図るとともに、新たな滞納の発生を防止して、

収入未済額の縮減に努めてまいります。

次に、８ページをお開きください。沿岸漁

業改善資金の収入未済額の解消についてでご

ざいます。

２８年度は滞納者３名に対し、返済協議を

重ね、滞納解消に努めました。その結果、元

金については約５１万円、違約金については

４６万円の収入未済額を回収しました。

２８年度末の収入未済額は約２，１２７万

円となり、２７年度末と比較し、約９７万円

の減となっています。

農業改良資金と同様、今後も関係機関と連

携しながら督促などを行い、収入未済額の縮

減に努めてまいります。

次に、１７ページをお開きください。農産

物の地産地消推進についてでございます。

直売所については、集荷量の減少や不十分

な販売分析などが課題となっており、そのた

め、品ぞろえの充実に向けた簡易ビニールハ

ウスやＰＯＳレジシステムの整備を支援して

まいりました。

加えて今年度は、直売所出荷の新たな担い

手を育成するためのファーマーズスクールを

開設するとともに、新商品の開発を支援して

います。

また、県内の高校生等を対象とした地産地

消商品開発コンテストをコンビニエンススト

ア等と連携し開催することで、地域農産物へ

の若年層の理解促進等に努めるとともに、安

心いちばんおおいた産農産物認証制度を更に

普及させることにより、安全・安心な農産物

の供給体制を構築してまいります。

今後もこのような取組を進めることで、地

産地消を一層推進してまいります。

次に、お手元の「平成２８年度における主

要な施策の成果」各部評価結果一覧表の１０

ページをお開きください。主要な施策の成果

について御報告申し上げます。

農林水産部関係分としては、１１ページに

かけまして、３７事業を記載しています。

まず、１評価結果総括表の一番上、総合評

価を御覧ください。

活動指標と成果指標の達成度合いによる評

価をまとめており、Ａが３２事業、Ｂが１事

業、Ｃが１事業、Ｄ及びＥは該当なしとなっ

ております。なお、評価区分が空欄となって

いる３事業は、評価対象外の公共事業です。

次に三つ下の今後の方向性を御覧ください。

「継続・見直し」が２８事業、「終了」が

６事業となっております。

その下の、２個別事業一覧表では、事業ご

との評価をまとめており、本日は、重点的に

取り組んだ事業を中心に、お手元の冊子、平
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成２８年度における主要な施策の成果により

御説明いたします。

平成２８年度における主要な施策の成果の

１４３ページをお開きください。農地中間管

理推進事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

農地中間管理機構を活用し、農地の集積・集

約化を進めるものです。

２事業内容ですが、農地の出し手に交付す

る機構集積協力金の活用や、各振興局に新た

に配置した農地集積専門員を中心に、農地の

出し手・受け手双方への個別訪問などを行い

ました。

３事業の成果ですが、農地集積率の目標４

０％に対して、実績３８．２％と目標をおお

むね達成しました。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。これまで、農地中間

管理機構では水田の集積を中心に進めてきま

したが、これに加え、本年度から水田畑地化

集積協力金を創設するなど、水田の畑地化に

向けた農地集積を推進しております。

次に、１４６ページをお開きください。林

業就業準備支援事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

林業分野への就業希望者に対して、必要な知

識・技術を習得するための研修を実施し、現

場で即戦力となる人材を育成するものです。

２事業内容ですが、②研修事業として、１

年間にわたり林業等の体系的な知識・技術を

習得することができる「おおいた林業アカデ

ミー」を２８年４月に開校しました。アカデ

ミー受講生に対しては、国の制度を活用し、

月額１２万５千円の給付金を支給しておりま

す。

３事業の成果ですが、林業の新規就業者に

ついては、研修制度の充実や就業相談会等を

積極的に行ってきた結果、８３名と目標人数

を上回りました。林業アカデミーの１期生１

０名については、全員が県内の森林組合や林

業事業体に就職しました。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。林業アカデミーがよ

り効果的なものとなるよう、受講生の声を聞

きながら、研修の中身を常に改善してまいり

ます。また、林業の担い手を更に確保してい

くため、林業の魅力を伝える広報活動にも引

き続き力を入れてまいります。

次に、１４８ページをお開きください。農

林水産物輸出需要開拓事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

今後も成長が見込まれる東南アジアや北米な

どの海外市場を取り込むため、相手国の拡大、

品目の拡大、現在取引のある品目の取引量拡

大の三つを基本戦略として、輸出拡大に取り

組むものです。

２事業内容ですが、養殖ブリやおおいた豊

後牛などの販路開拓のため、アメリカでフェ

アを行いました。また、海外在住の専門家２

名を海外コーディネーターとして委嘱し、現

地マーケットに関する情報交換等を密に行う

ことで、商機の拡大にも取り組みました。

３事業の成果ですが、農林水産物の輸出額

１７億円の目標に対し、実績１６億６千万円、

達成率９７．６％とおおむね目標を達成して

おります。北米や欧州向けに好調な養殖ブリ

を始め、全品目で輸出額が前年を上回ってお

り、全体として対前年比２億９００万円、１

４．４％の増となり、過去最高の輸出額を記

録しました。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。専門商社やバイヤー

等との連携を強化しつつ、新たに輸出に取り

組む事業者の育成や、現地輸入業者のニーズ

に応じた販売促進など、更なる輸出ルートの

開拓や、取引量、品目の拡大に取り組んでま

いります。

次に、１５５ページをお開きください。活

力あふれる園芸産地整備事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

戦略品目に関する新規参入など、新たな担い

手の確保・育成と園芸産地の更なる拡大に向

けた生産施設等の整備を支援するものです。

２事業内容ですが、新規就農者の経営開始
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コストを減らすための大規模リース団地や、

既存の認定農業者の規模拡大を円滑に行うた

めの栽培施設等の整備に対し助成しました。

３事業の成果ですが、園芸戦略１４品目の

産出額の目標２８３億１千万円を達成してい

ます。これは、栽培施設や広域集出荷場の整

備により、生産規模の拡大や新たな県域産地

の育成を図ってきたことによるものです。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。就農学校等の卒業生

の農地確保と併せ、就農のハードルとなって

いる初期投資を軽減させるための大規模リー

ス団地等の施設整備に対し、引き続き支援し

てまいります。また、２９年度からは、従来

の園芸戦略品目に加え、キウイやサトイモな

ど、市場評価が高く、将来的に産地拡大が見

込める品目を次なる園芸戦略品目と位置付け、

市町村や関係団体とともに支援を強化してま

いります。

次に、１５６ページをお開きください。肉

用牛生産基盤拡大緊急支援事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業では、

繁殖及び肥育農家の増頭により生産基盤を強

化し、安全・安心で美味しい日本一のおおい

た豊後牛の安定供給とブランド確立を図るも

のです。

２事業内容ですが、大分県畜産公社が行う

肥育牛預託貸付制度の原資を貸し付けるとと

もに、繁殖雌牛の増頭を行う農家を支援する

ものです。

３事業の成果ですが、肉用牛の産出額は、

子牛価格、枝肉価格の上昇や増頭対策により、

２年連続で増加しました。

４今後の課題と方向性等ですが、本事業は

緊急対策であったことから「終了」としてい

ます。２９年度は、これまでの成果を踏まえ、

繁殖雌牛の増頭がより進みやすくなるよう、

７歳未満の経産牛の導入を支援メニューに加

えるなど、内容を拡充して取り組んでいます。

さきの第１１回全国和牛能力共進会における

内閣総理大臣賞の受賞を契機として、これか

らも、おおいた豊後牛のブランド力向上や流

通促進に、しっかりと取り組んでまいります。

次に、１５９ページをお開きください。し

いたけ増産体制整備総合対策事業でございま

す。

１現状・課題、目的ですが、この事業では、

しいたけ生産の基盤整備と生産施設の近代化

により、日本一の大分しいたけの更なる品質

向上や増産を図るものです。

２事業内容ですが、散水施設、人工ほだ場

などの生産施設の整備や、しいたけ原木搬出

のための簡易作業路の開設に対し助成しまし

た。

３事業の成果ですが、しいたけ産出額の目

標５２億７，７００万円に対し、実績６６億

１千万円、達成率１２５．３％となっていま

す。これは、乾しいたけの単価が高値を維持

していることや、原木伏込量が前年より５千

立方メートル増加するなど、生産基盤が強化

されたことによるものです。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。気象条件に左右され

ない安定生産体制を確立するとともに、京都

市場で高い評価を得ている原木生しいたけの

需要拡大に対応できるよう、生産体制の構築

を進めていきます。

次に、１６０ページをお開きください。県

産水産物流通拡大推進事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

かぼすブリやかぼすヒラメなどの戦略魚種の

販路拡大とブランド確立を図るとともに、業

界一体となって県産魚の消費拡大に取り組む

ものです。

２事業内容ですが、都市圏での販路開拓や

量販店などでのフェアを実施するとともに、

毎月第４金曜日をおおいた県産魚の日と定め、

魚食の普及活動などに取り組みました。

３事業の成果ですが、戦略魚種の県漁協販

売額６８億４，８００万円の目標に対し、実

績７２億７，１００万円、達成率１０６．２

％となっています。これは、養殖ブリや調理

の容易なフィレ加工品の取扱いが増加したこ

となどによるものです。
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４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としております。引き続き県漁協と

連携し、県内外において戦略魚種の販路拡大

に努めるとともに、県産魚の日の取組につい

て効果的に取り組んでまいりたいと思います。

次に、１６５ページをお開きください。漁

業担い手総合対策事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

漁業就業者数の減少・高齢化が進む中、若く

て意欲のある担い手の確保・育成と中核的漁

業者等の資質向上を図るものです。

２事業内容ですが、漁業学校で研修を受け

る新規就業希望者に対し、就業準備給付金を

支給するとともに、就業後の定着を支援する

ため、独立就業者等への給付金制度を創設し

ました。また、認定漁業士の確保・育成や漁

村女性の活躍に向けた研修会などを開催しま

した。

３事業の成果ですが、漁業士認定実績数は、

２８年度に新たに認定した３名を加え、累計

２３１名となり、目標を達成しました。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としております。引き続き、漁業学

校での研修や高校生を対象としたインターン

シップにより、新規就業者の確保に努めると

ともに、給付金制度の活用により、新規就業

者の定着を図ってまいります。

次に、１６６ページをお開きください。Ｕ

ＩＪターン就農者拡大対策事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

都市圏在住の就農希望者をターゲットとして、

ＵＩＪターンによる新規就農者の確保を図る

ものです。

２事業内容ですが、県内外での就農相談活

動を開催したほか、移住希望者向け雑誌での

情報発信を行いました。また、企業退職者な

ど、アクティブシニアを対象とした就農相談

会や研修会を開催しました。

３事業の成果ですが、県外からの新規就農

者数は、過去最高の５９名となり、目標を達

成しました。これは、就農相談会の開催や就

農学校等での研修生の受入れなどを積極的に

実施してきた成果であると考えています。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。県外居住者への情報

発信を強化するとともに、２９年度には、中

高年層の移住就農予定者に対する給付金制度

を創設し、県外から一人でも多くの新規就農

者を確保できるよう取り組んでおります。

次に、１７５ページをお開きください。鳥

獣被害総合対策事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

野生鳥獣による農林業被害を軽減させるため、

捕獲対策、集落環境対策、予防対策、獣肉利

活用対策の四つの対策を実施するものです。

２事業内容ですが、防護柵の設置に対する

助成を始め、イノシシなどの捕獲報償金の支

給、鳥獣害対策アドバイザーの養成、狩猟者

育成セミナー等を実施しました。また、ジビ

エの流通拡大に向けた商談会も開催しました。

３事業の成果ですが、鳥獣による農林業被

害額２億５千万円の目標に対し、実績２億２，

５００万円、達成率１１０％となっています。

これは、被害常襲集落を予防強化集落に指定

し、集中的かつ計画的に防護柵を設置するな

ど、予防対策や捕獲圧を強化したことによる

ものです。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。２９年度は、新たに

狩猟免許申請に係る手数料等を減免するとと

もに、若者や女性等を対象としたセミナーを

充実するなど、狩猟者の確保対策を強化して

おります。また、引き続き、捕獲報償金の活

用による捕獲圧の強化や、ジビエの販路開拓

を進めてまいります。

次に、１７６ページをお開きください。野

生鳥獣食肉等利活用推進事業でございます。

１現状・課題、目的ですが、この事業は、

平成２８年５月に野生鳥獣食肉の加工を専門

とする九州狩猟食肉加工センターが由布市で

操業を開始したことから、センターへ高品質

な獣肉を供給していくための対策を講じるも

のです。

２事業内容ですが、鳥獣肉の供給元となる
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食肉処理業者の衛生管理の強化や、シカ皮の

利用促進に向けた設備導入等を支援しました。

３事業の成果ですが、本事業により衛生管

理設備の導入が進み、本年２月から大手量販

店での県産ジビエの販売が開始されました。

一方で、シカ皮の利用促進については、引受

け手である加工業者の商品開発の遅れから、

目標としていた乾燥施設の導入が進みません

でした。

４今後の課題と方向性等ですが、「継続・

見直し」としています。引き続き、衛生管理

等の設備導入を支援するとともに、食肉処理

業者への衛生管理の普及啓発を進め、ジビエ

出荷の拡大を図ってまいります。

私からの説明は以上でございます。

引き続き各課の決算状況につきましては、

各課長から御説明させていただきます。

平成２８年度の決算安藤農林水産企画課長

の状況について、お手元の決算附属調書と一

般会計及び特別会計決算事業別説明書により

御説明申し上げます。

まず、決算附属調書により、農林水産部関

係の決算状況を一括して御説明します。

決算附属調書の４ページをお開きください。

歳入決算額の予算に対する増減額です。

左にあります科目欄の２番目、農林水産業

費国庫補助金の減、７６億１，９９７万９，

９４４円です。

これは増減理由欄の、減収となったものの

１番目にあります、畜産振興費補助金５億３，

３４９万円を始めとして、国の二次補正予算

を受け入れたことに伴う繰越しなどによるも

のです。

次に９ページをお開きください。科目欄の

一番下、貸付金元利収入のうち農林水産部関

係の主なものは、次の１０ページの、減収と

なったものの上から２番目、木材業経営安定

資金貸付金１億３，２７９万５，８５０円な

どで、これは貸付け実績が見込みを下回った

ことなどによるものです。

同じく１０ページの科目欄の一番下、雑入

のうち農林水産部関係の主なものは、次の１

１ページの、減収となったもののうち、上か

ら６番目、林務管理課所属の６億５，９６２

万７，３９９円などで、これは、林業専用道

整備促進事業等の繰越しによるものです。

続いて１６ページをお開きください。不用

額でございます。

科目欄の上段、農業費のうち２番目、農業

振興費１億８，０５８万１，００５円につい

ては、農業金融対策事業の貸付金等が見込み

を下回ったことによるものです。

科目欄の中ほど、畜産業費のうちの２番目、

家畜保健衛生費４億８，４０８万４，２０８

円については、口蹄疫や鳥インフルエンザな

どの家畜伝染病の発生がなかったため不用と

なったものです。

科目欄の下段、林業費のうちの１番目、林

業振興指導費２億２６２万８，６０６円につ

いては、木材産業経営安定推進事業において、

貸付けの実績額が見込みを下回ったことなど

によるものです。

２２ページをお開きください。収入未済額

でございます。

科目欄の中ほど、財産収入の財産貸付収入

のうち、右側の課名欄の地域農業振興課６４

万３，５５０円は、農林水産研究指導センタ

ー旧久住試験地を借り受けていた法人が倒産

したことにより滞納となったものです。

同じく２２ページの科目欄の下から２番目、

貸付金元利収入のうち、課名欄の下から２番

目、団体指導・金融課２，３１５万７，２９

６円及び次の２３ページの科目欄、違約金及

び延納利息の、団体指導・金融課４，３０４

万８，８８０円は、農業改良資金の納入義務

者の経営不振等により滞納となっているもの

です。

先ほどの部長説明にありましたように、引

き続き関係機関と連携しながら督促などを行

い、収入未済額の縮減に努めてまいります。

４７ページをお開きください。特別会計に

関する決算状況を御説明します。

歳入決算額の予算に対する増減額でござい

ます。
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４７ページの中ほど、括弧書き、県営林事

業特別会計のうち、不動産売払収入４，０３

５万７，３４０円については、立木の売払い

収入が見込みを上回ったことによるものです。

次に、４９ページをお開きください。不用

額でございます。

科目欄上から３番目の括弧書き、林業・木

材産業改善資金特別会計のうち、林業・木材

産業改善資金６億７６１万６千円及びその下

の括弧書き、沿岸漁業改善資金特別会計５億

４，９４５万２千円は、貸付実績が見込みを

下回ったことによるものです。この不用額は、

繰り越して翌年度の貸付金等の財源としてい

ます。

科目欄一番下の括弧書き、県営林事業特別

会計の一番下、県民有林事業費の伐採事業費

２，８２６万６，６７６円については、伐採

で得た収入を、分収割合により精算金として

土地所有者に交付する分収交付金等が見込み

を下回ったことによるものです。

次に、５１ページをお開きください。収入

未済額でございます。

科目欄下から２番目の括弧書き、林業・木

材産業改善資金特別会計の貸付金元利収入３

２９万８千円及びその下の雑入２２３万１，

６９５円並びにその下の括弧書き、沿岸漁業

改善資金特別会計の貸付金元利収入１，５４

１万５千円及び次の５２ページにあります雑

入５８５万円は、資金借受者の経営不振や破

産等により滞納となったものです。

以上、農林水産部関係の決算状況でござい

ます。

続きまして、決算事業別説明書により、歳

出関係の主な事業について関係課から御説明

いたします。

まず、農林水産企画課の決算の状況につい

てです。

決算事業別説明書の１７７ページをお開き

ください。第２目農業振興費の事業説明欄の

一番下、農業施設等地震災害復旧支援事業費

６，１８１万８，３９６円です。

これは、熊本地震により被災した地域の農

業経営の持続を図るため、損壊したハウスや

畜舎などの生産施設、農業用水供給施設の復

旧の支援を行ったものです。

団体指導・金融課葛城団体指導・金融課長

関係の決算の状況について御説明申し上げま

す。

１７９ページをお開きください。第２目農

業振興費の事業説明欄の一番上、農業金融対

策事業費９，３３７万５，０９９円です。

これは、農業者に対する各種制度資金の利

子補給補助や無利子貸付を行ったものです。

次に、１８２ページをお開きください。林

業・木材産業改善資金特別会計です。

第２項木材産業等高度化推進資金の事業説

明欄にあります、木材産業等高度化推進資金

貸付金５億１，２６６万８千円は、木材の生

産又は流通を担う事業者が事業の合理化を図

る場合等に利用できる短期運転資金を貸し付

けるため、必要な資金を融資機関に預託した

ものです。

次に、１８５ページをお開きください。沿

岸漁業改善資金特別会計です。

第１款貸付勘定の事業説明欄にあります、

沿岸漁業改善資金貸付金１０５万円は、沿岸

漁業従事者の経営改善等を図るため、近代的

な漁業技術の導入に要する資金を無利子で貸

し付けたものです。

地域農業振興課関係浅田地域農業振興課長

の決算の状況について御説明申し上げます。

１８６ページをお開きください。第２目農

業振興費の事業説明欄の上から４番目、ＧＡ

Ｐ実践農業者支援事業費８７万６，７１４円

です。

これは、生産者による食品の安全性の確保

や作業の効率化を図る取組を促進するため、

ＧＡＰ認証について取得経費の助成や取得の

ための専門家による指導を実施したものです。

新規就業・小関新規就業・経営体支援課長

経営体支援課関係の決算の状況について御説

明申し上げます。

１９５ページをお開きください。第２目農

業振興費の事業説明欄のうち上から４番目、
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農業担い手確保・育成対策事業費１，４１４

万６，５４７円です。

これは、農業従事者の高齢化や担い手不足

が進む中、農業の永続的な発展を図るため、

新規就農者の確保に向けた相談対応や研修の

実施、研修用資金の償還助成等の支援を実施

したものです。

農地活用・集光長農地活用・集落営農課長

落営農課関係の決算の状況について御説明申

し上げます。

１９９ページをお開きください。第２目農

業振興費のうち、次の２００ページの事業説

明欄の上から２番目、新政策対応型水田農業

体質強化事業費２３６万１，３２６円です。

これは、米政策見直しに対応し、経営マネ

ジメント能力を有する経営体を育成するため、

おおいた水田経営発展塾の開催などを行った

ものです。

おおいたブ後藤おおいたブランド推進課長

ランド推進課関係の決算の状況について御説

明申し上げます。

２０３ページをお開きください。歳出関係

の主なものについて御説明いたします。第２

目農業振興費のうち、上から２番目、農林水

産物情報発信緊急対策事業費１，７６５万４

千円でございます。

この事業は、熊本地震による国内外の風評

被害を払拭し、県産農林水産物の消費回復を

図るため、大手量販店での大分応援フェアの

開催や、県産品を支援していただく方々のニ

ーズに対応した県産食材検索サイトの開設、

パンフレット作成等、情報発信の強化を行っ

たものです。

畜産振興課関係の決算状近藤畜産振興課長

況について御説明申し上げます。

２０８ページをお開きください。第２目畜

産振興費の事業説明欄の上から２番目、県域

食肉流通センター整備支援事業費１５億９，

９５７万６千円です。

これは、県産食肉の安全性を高め、海外も

視野に入れた販路拡大を目指すため、産地食

肉センターである大分県畜産公社の新施設の

整備を支援したものです。

農村整備計画課関係加藤農村整備計画課長

の決算状況について御説明申し上げます。

２１３ページをお開きください。第１目農

地総務費の事業説明欄の上から２番目、国土

調査事業費５億９，２９０万１千円です。

これは、大分市ほか１３市町において地籍

調査を実施したもので、平成２８年度末の進

捗率は６１．８％となっています。

農村基盤整備課関係東光農村基盤整備課長

の決算の状況について御説明申し上げます。

２１５ページをお開きください。第３目土

地改良費のうち、次の２１６ページの事業説

明欄の上から２番目、農業水利施設保全合理

化事業費１３億９，９５８万７千円です。

これは、野津地区ほか４４地区において、

老朽化した農業水利施設の機能診断、補修、

更新及び新設により、施設の長寿命化を図っ

たものです。

林務管理課関係の決算の樋口林務管理課長

状況について御説明申し上げます。

２２１ページをお開きください。第２目林

業振興指導費の事業説明欄の上から２番目、

林業再生県産材利用促進事業費３億２，２５

５万円です。

これは県産材の需要拡大と原木の流通・加

工、製品流通における低コスト化を促進する

ため、原木流通体制の整備や木材加工施設の

規模拡大等に対して支援したものです。

森林保全課関係の決算の藤本森林保全課長

状況について御説明申し上げます。

２２６ページをお開きください。第２目林

業振興指導費のうち、次の２２７ページの事

業説明欄の下から５番目、荒廃人工林緊急整

備事業費３億６，１６１万７，２６０円です。

これは、間伐や再造林など適正な管理が行

われていない森林を健全な状態に誘導するた

めの森林整備を行ったものです。

漁業管理課関係の決算の岡田漁業管理課長

状況について御説明申し上げます。

２３５ページをお開きください。第２目水

産振興費のうち、上から２番目の低水温期発
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生型赤潮対策強化事業費１，１２８万４，４

７６円につきましては、魚類養殖業者の経営

安定化に向け、低水温期に発生する赤潮プラ

ンクトンの発生源分布の調査及び赤潮が養殖

場へ流入する気象・海象条件等の調査を行っ

たものです。

水産振興課関係の決算の景平水産振興課長

状況について御説明申し上げます。

２３９ページをお開きください。第２目水

産振興費のうち、次の２４０ページの事業説

明欄の上から４番目、戦略魚種養殖推進事業

費１，１８６万７，１６０円です。

これは、ブリ養殖業の経営安定に向け、ブ

リとヒラマサとの複合養殖の普及拡大を図る

ため、ヒラマサ人工種苗を供給したものです。

漁港漁村整備課関係中村漁港漁村整備課長

の決算の状況について御説明申し上げます。

２４３ページをお開きください。第７目漁

港建設費の下から４番目、水産物供給基盤機

能保全事業費３億１，４４０万６千円です。

これは漁港施設の長寿命化を図るため、蒲

江漁港ほか７か所の県管理漁港及び今津漁港

ほか１２か所の市管理漁港の機能保全工事を

実施したものです。

農林水産部関係の説明は以上でございます。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙

手し、私から指名を受けた後、自席で起立の

上、マイクを使用し簡潔・明瞭に答弁願いま

す。

事前通告が２名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

私が聞きたかったのは、２８年度後藤委員

の主要な施策の成果で、攻めの水田農業構造

改革事業と水田戦略作物生産力向上対策事業

が終了したことについてです。そもそもこう

いった事業はずっと続いていると思うんです

けど、集落営農法人、個別の経営体もあると

思うんですけど、水田農業を大規模にと言い

ますか、これから続けていこうという人が本

当に、果たして出てきているのかなと疑問に

思うところもあるものですから、そういった

ことも含めて聞いてみたいと。それから、米

・麦・大豆の直近の指数が出ていますが、目

標とする成果に向かって、かなり米も麦も大

豆も収量を上げていくのが厳しいんじゃない

かと思います。この事業を続けてみて思うこ

とを聞かせていただきたい。それから今、藤

田委員を中心に、大分県の地酒・焼酎を何と

か地産地消も含めてやっていこうと県議会で

も取り組んでいるわけですけども、麦、大豆

というのは、どうしても流通とか保管とかが

非常に難しいし、流通の体系自体が難しいと

感じています。本当にトヨノホシなんかをこ

れから増やそうとするに当たって、そういっ

たことも含めて議論がされているかどうかと

いうことをお聞きしたいと思います。

米・麦・大豆光長農地活用・集落営農課長

を、これから大きくやっていこうとしている

方がいるかどうか、ということで御質問を頂

きました。

これからやっていく上では、まず低コスト

化、これが大事だろうと思っております。そ

うした中、集落営農法人については２５ヘク

タール以上の規模に、個別経営体は１５ヘク

タール以上の経営に持っていきたいと思って

おりますが、まだまだそこまでは行き届きま

せんので、当面５ヘクタール以上を目標に進

めているところでございます。

２７年から２８年度にかけまして、集落営

農法人の２５ヘクタール以上は４２法人から

４６法人、また個別経営体については５ヘク

タール以上が５１６人から５４９人へと拡大

しておりまして、これからもこういった規模

拡大を進めてまいりたいと思っております。

続きまして、麦・大豆の単収向上について

でございます。

確かに、大きな目標を掲げておるところで

ございます。ただ単収を上げていかなければ

収入にはつながってまいりませんので、そう

した意味でこういった目標を掲げ進めておる

ところでございます。２９年産につきまして
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は、小麦が単収２５５キログラム、２８年産

大豆は８６キログラムと、目標に大きく差が

ありますが、２８年度の麦作共励会では、山

香町の法人が単収４２２キログラム、それか

ら、同じく大豆の共励会では、竹田市の法人

が１９２キログラムと目標をクリアするよう

な単収を上げておりまして、条件の良いほ場

を選定し、しっかり管理をしていけば、こう

いったものが達成できていくんだろうと考え

ております。

トヨノホシにつきましては、大分県酒造協

同組合と県とが、大分県独自の品種で独自の

焼酎を作っていこうということで共同開発を

したものです。麦の産地につきましては、異

品種が混入しないよう、ライスセンターごと

に取り扱う麦種を選定したり、保管中に麦の

品質低下を招かないよう専用倉庫で保管する

必要がございます。トヨノホシの推進に当た

りましては、産地のライスセンターや倉庫の

利用方法について、十分な検討を行った上で

品質転換を行っておるところでございます。

２９年産では豊後大野市を中心に８４ヘク

タール、さらに３０年産に向けては、豊後大

野市に加えまして、佐伯市につきましてもト

ヨノホシへの転換ということで考えておると

ころでございます。

いつも光長課長にいろいろなお話後藤委員

をお聞きし、今の答弁を伺っても正にそのと

おりなんですけども。私が思うことは、一つ

はさっき言いました、例えば集落営農法人の

数、売上げ、面積もそうなんですけども、こ

ういう言い方をしては悪いんですが、私、決

して小さな農家の――だとも思いませんし、

集落営農法人だけがいいとも思わないもので

すから。例えば県内の最低収量、それから最

高収量をやっぱりきちんと出して、どういっ

た所がちゃんと収量を取っているのか、収量

を取れていない所はどういう理由があるのか

というのは出していく必要があるのではない

かといつも思っています。先日、企画振興部

から資料を頂きまして、例えば大分県は、広

島、山口、富山、島根ぐらい集落営農法人が

多いんです。その中でも、大分県は非常に皆

さんが頑張っていただいているおかげで、集

落営農法人なんかの数も増やしてしっかりと

サポートしていただいているんですが、他の

農業に比べて集落営農法人の売上げは極めて

少ない。この前頂いた資料では、１億円以上

は、２８年度から２７年度はゼロでした。５

千万円から７千万円ぐらいか６、７千万円か

ら１億円ぐらいか二つしかなくて、それも大

規模水田農業、例えば野菜の転作なんかをし

ているところが圧倒的にその中に入ってきて

いるわけで、米だとか麦、大豆に関するとこ

ろが少ないという認識なんです。

米・麦・大豆の収量は、申し訳ないですけ

ど多分、これ以上頑張っても上がらないと感

じているものですから、ここを頑張るよりは、

例えば米の後に野菜、何でもいいです、高度

利用できるものを植えて、集落営農法人の所

得を上げる努力に切り換えた方がいいんじゃ

ないかと思っています。そういうところに力

を注ぐなり、大分県には優秀な普及員が多い

と私は思っているので、そういった方々の知

恵を生かしていった方がいいのではないかな

と感じています。

それから、集落営農法人のことで言います

と、やはり高齢化をどんどんしていっている

わけですから、本当に担い手となるべく集落

営農法人を支える人物が大分に入ってきてい

るかとか、育っているか。それから、せっか

く人・農地プランをずっとしてきているわけ

ですから、人・農地プランで担い手に認定さ

れているような農業者が、どこにどんな人が

いるのかとかいうのを再度、市町村とかと協

議して、これからどういったところに集中し

てお金を掛けていけば水田が荒れなくて済む

のかというのを考えていった方が効果的だと

感じています。普及員の頑張りもよく分かり

ますし、本当に成果を上げているのも分かる

んですが、私自身はそう感じているものです

から、その点についてお考えがあれば聞かせ

ていただきたいと思います。

集落営農法人、光長農地活用・集落営農課長
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それから米・麦・大豆の収量につきましては、

各振興局で普及指導計画というものを作って

おりまして、その対象者に対して指導をして

おるところでございます。特に、麦・大豆に

つきましては、単収向上というのが大きな課

題でございますので、対象者、法人を明確に

いたしまして、重点的に指導、例えば――ダ

ストを防除するだとか、大豆後に速やかに麦

を播種するだとか、土作りをするだとか、そ

ういった、まず収入を上げていくこと。それ

から、乾田地水稲については、乾田直播きと

いう手法を取り込みまして、コストを下げて

いくということで、所得の確保を進めていこ

うと考えております。

また、御指摘がありました高収益作物の導

入でございます。現在、本格的に園芸を導入

している集落営農法人が２５法人ございまし

て、これだけ米価が低迷する中、やはり新た

な品目を導入しながら、しっかりと収入を確

保していくことが重要だろうと考えておりま

すので、こういった園芸に取り組む法人を育

成していきたいと考えております。

最後に、担い手確保でございますが、集落

営農法人を立ち上げて１０年が経過する中、

やはり高齢化というものは進んでおります。

そうした中、どうやって次の担い手を確保す

るかという点で先進事例を交えながら研修を

しておりますし、また、先ほどの園芸だとか

そういったことに取り組む中で、新規就農者

などが地域内に入ってくるような取組、こう

いった取組をしながら地域が活性化、若い人

を取り込むような活動をしていくように今進

めておるところでございます。

最後に産地交付金についてです。後藤委員

各市町村なんかで水田協議会がやっていると

思うんですけど、例えば、私が知る限りでは、

臼杵と竹田では大豆の金額が倍ぐらい違うと

かいうのもあるものですから。本当に地域の

水田を守るための担い手を作ろうと思えば、

産地交付金だとか極めて重要であって、その

ために、産地が考える高度利用の中の作物を、

そういった産地交付金の作物の中に入れ込ん

で、県と市町村が一緒になって、産地交付金

の額もそうですけど、どういった担い手を育

てていくかというのを、是非これから検討し

ていただきたいと思っています。要望として

お願いしたいと思います。

まず、主要な施策の成果の１４７ペ堤委員

ージ、企業等農業参入推進事業です。

この施策の中で誘致セミナーを２０回、企

業との面談等を５１７社と行っています。２

８年度の農業参入企業は２１社となっていま

す。面談での反応や２１社の参入について、

大分県にどのような魅力があってどういう形

で決定をしてきたのかというのが１点。

１７２ページの中山間地域等直接支払事業

です。交付金を申請するのに、集落ごとにま

とめて、面積とか地番とか農用地を維持管理

していくための協定を締結して審査をします

が、５年間、農業生産活動をするという縛り

があるために、平均年齢も７０歳以上とか高

齢化が進んでいる中で、今後５年先がどうな

るか分からないという状況も多く見られます。

ですから、その縛りを５年から３年に、これ

国の制度ですけども、そういうことが検討で

きないのかどうかということか１点。

それと、集落協定を締結している面積につ

いて、今、対象面積全体のどれぐらいに協定

が結ばれているのかなという点。

最後に、１７５ページと１７６ページ、鳥

獣被害総合対策事業と野生鳥獣食肉等利活用

推進事業です。被害は確かに若干減少してい

るとは言っても、平成２８年度で、やっぱり

２億２，５００万円に上っているわけですね。

若い方の参加のためセミナー等を開催してい

ますけども、その結果として、猟師さんは増

えなければならないわけですから、猟友会に

加盟する方は増えているのかどうかという点。

また、九州狩猟肉加工センターの操業で、

大分県内のジビエ消費等はどのように変化す

るのかという点について伺います。

まず、企業小関新規就業・経営体支援課長

等農業参入推進事業についてでございますけ

ども、企業との面談につきましては、情報提
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供にとどまるものから参入に向けての農地の

紹介、営農計画の作成や施設の設備導入に係

る支援策の相談など、様々なものがございま

す。

面談におきましては、まずは企業からの要

望を聞き取り、県からも、参入事例の紹介や

幅広に準備している参入支援対策、また、参

入後のきめ細かなフォローアップ体制などを

積極的にＰＲするとともに、企業の要望に応

じた提案を行っているところでございます。

企業側も、栽培品目に適した農地のあっせ

ん確保や、営農開始後の技術指導に至るまで

の一貫したフォローアップ体制などの県の支

援に加え、地元の協力体制を評価し、参入を

決定しているものと思われます。

中山間地域等直接支浅田地域農業振興課長

払制度について、協定締結の年限を５年から

３年に短縮できないかという質問でございま

す。中山間地域等直接支払交付金は、中山間

地域の農業を維持する上で欠かせない制度と

考えております。平成２８年度の大分県の取

組は、交付金額、取組面積共にに全国６位で

ありまして、全国の中でも取組が進んでいる

県ではないかと考えております。具体的に、

対象農地面積は１万９，２８０ヘクタールで

ありまして、そのうち集落協定締結面積が１

万５，５３３ヘクタール、全体の７９％に当

たります。

しかし、高齢化により、長期の協定締結を

ちゅうちょしたり断念したりする事例がある

のも事実であります。そのため県では、協定

期間内に農業生産活動が維持できなくなった

場合、認定初年度まで遡って適用される交付

金の返還義務の免除や、５年間の縛りを短縮

するよう、あらゆる場面で国に要望してきた

ところであります。全国的にそういう要望が

強いんですけど、要望の結果、他の人に活動

を維持してもらえれば協定を継続できるとい

うことになっておりますし、死亡や病気等の

場合は返還が免除されます。また、生産活動

が維持できない農地に限って、条件によりま

すけども、例えば１５ヘクタールの集落戦略

を結んだ所につきましては、一部で取組がで

きなくなったとしても、その一部だけの返還

でとどめられるという条件緩和をされており

ます。ということで、高齢者の心理的負担感

も改善できているものということですね。第

４期の初年度は、第３期の最終年度と比べて

かなり面積が減ったんです。交付金が減りま

したけども、この緩和策によってまた増加し

ております。そういったことで効果が出てき

ているところであります。

今後も、平成３２年からの５期対策に向け

て、現場の実態に応じた制度改正等を国に求

めながら、中山間地域の農業を支援してまい

りたいと考えております。

２点質問吉野審議監兼森との共生推進室長

を頂きました。一つは、セミナー等を開催し

ているが、猟友会に加盟する方はどうなって

いるのかということでございますが、２８年

度に大学生や新規就農者、それから自衛隊Ｏ

Ｂ等を対象として開催いたしました狩猟者育

成セミナーには９０名が参加しております。

セミナーにおいては、狩猟免許取得後の技術

指導や助言を行うほか、狩猟事故に対応した

損害保険を取り扱う猟友会への加入を推奨し

ているところでございます。

結果といたしまして、セミナー参加者のう

ち狩猟免許を取得された方は７名で、うち５

名が猟友会員となっております。ちなみに、

今年度は狩猟体験やジビエ施設見学会等を交

えたスタートアップセミナーを６月に２回開

催し、７８名の参加があったところでござい

ます。

また、今年度から狩猟免許試験に係る手数

料を免除したこともございまして、セミナー

参加者のうち昨年を上回る２９名が狩猟免許

を取得し、現在、猟友会への加入手続を行っ

ているところでございます。

二つ目の、九州狩猟肉加工センターの操業

で大分県内のジビエ消費はどう変化するのか

という質問でございます。

二次加工施設である九州狩猟肉加工センタ

ーの操業開始を好機と捉えまして、県では２
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８年度に一次加工の６施設に対しまして、電

解水生成装置やプレハブ冷蔵庫などの施設整

備を行い、衛生管理強化を図ったところでご

ざいます。

県内のジビエ消費の状況でございますけど

も、自家消費を除きまして、飲食店や道の駅

などに、県内２７の加工処理業者が年間約２

３トンの獣肉や加工品を卸しているところで

ございます。また、今年２月から九州狩猟肉

加工センターを通じまして、県内量販店でイ

ノシシ肉の販売が開始されたところでござい

ますが、相手先の衛生管理基準をクリアした

一次加工施設が１社しかないというようなこ

とから、９月末までの販売実績は１５４キロ

グラムにとどまっているところでございます。

このため、今年度は加工処理施設の整備に

加えまして、獣肉利活用のシンポジウム、そ

れから衛生管理や共通カットルール化に向け

た研修会などを開催することで、安全で良質

なジビエの利用拡大を図っていくこととして

おります。あわせまして、県産ジビエの普及

に向けたイベント等を開催するなど、消費量

の拡大にも取り組みます。

中山間の問題について、先日、我々堤委員

は国にも要請に行ってきたんです。３２年度

からの制度を検討する中で、こういう要望と

いうのは結構多いらしいんですよね、高齢化

の中で。県としても、是非国にもそういう制

度、５年という縛りについて強く要望してい

ただきたいと思っております。これは要望で

す。

さっきの猟友会の関係です。以前、相談も

したことがあるんですが、大分市の場合は、

猟友会の中に捕獲班というのがありまして、

その捕獲班に入らなければ報償金が取れない

というちょっとした問題があるのね。臼杵市

とか津久見市なんかは、猟友会のほとんどが

捕獲すれば、ほぼ９９％報償金等が出るんで

すよ。それで、大分市でも何とかしなきゃな

らないなという話を今しているんですけども。

具体的に、猟友会の捕獲班以外の方でも半分

ぐらいは出すとか、そういう話は進んでいる

のか、そういう話が今あるのかどうかという

ことを、少し追加で教えてください。

以前、堤吉野審議監兼森との共生推進室長

委員からお問合せがあった件だと認識してお

ります。御案内のとおり捕獲報償金制度とい

うのは、主要鳥獣被害の軽減に資することを

目的に、市町村の許可に基づいて有害捕獲さ

れた個体に限り捕獲報償金を支給するという

ことでございます。

有害捕獲の実施は、市町村が定める要綱に

基づきまして、地元猟友会と協議して編制し

た捕獲班によって原則行われておりまして、

捕獲報償金の交付対象も捕獲班員となってい

る実態がございます。ただ、大分市の捕獲班

は、言われますとおり、大分市猟友会から推

薦された者で組織されると市の要綱で定めら

れており、その捕獲班員の数は大分市猟友会

会員の３分の１程度にとどまっているのが相

変わらずの実態でございます。一方、他の市

町村の多くは、猟友会員全員をほぼ捕獲班員

としており、捕獲報償金の交付を受けている

ということでございます。

捕獲許可も報償金も市町村業務でありまし

て、市町村の判断によりますけども、適正な

捕獲班の編制や報償金の在り方につきまして

は、市町村を指導しているところであり、大

分市では、地元猟友会と協議して、狩猟範囲

を増やすような検討を始めたとは聞いている

ところでございます。

ほかに、事前通告をされてい土居副委員長

ない委員で質疑はありませんか。

事前に通告をしていないので、ま玉田委員

た後ほどということもあるかもしれませんけ

ども、ざっくり聞かせていただきます。

一般会計及び特別会計決算事業別説明書の

２２０ページ、農林水産業施設災害復旧費、

災害復旧の件についてであります。

決算で、２８年度に予算執行された分の積

み上げがここに上がっていますけども、要す

るに災害の事業に掛からなかった部分、災害

に遭っているけれども自己負担で災害復旧を

せざるを得なかった耕地、これについてのデ
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ータ等は県で把握しているんでしょうか。

農地災害の御質問を東光農村基盤整備課長

頂きましたけれども、質問をもう一度よろし

いでしょうか。

もうちょっと詳しく言った方が良玉田委員

かったですね。実は、今回の九州北部豪雨、

それから台風第１８号の災害等を見ておりま

して、いろいろ地域でお話を伺うと、要は災

害に掛からなかった部分、耕作の非常に不利

な所で、災害の規模自体は小さいけれども個

人負担額が非常に掛かる部分について、その

災害復旧を個人でやる所については、非常に

厳しいと。こういう状況であれば、自ら復旧

するのは諦めようというお話も伺います。特

に、中山間地、高齢者が耕作している所が多

いものですから、自力では復旧できないと、

そういう話なんです。

決算書を見ておりますと、公共事業として

災害復旧された分だけ載っていますけれども、

実際、耕作放棄地を防止するとかいう趣旨か

らすると、やはり公共として、自力で災害復

旧をせざるを得ない、そういう面積、耕地等

々についての情報等を把握しているのだろう

かと思いましたので。例えば、この決算書の

平成２８年度の耕地の災害復旧、現年災９９

８か所と載っていますけれども、これ以外に

個人で復旧している所、箇所等々把握してい

るかどうかということについて、お答え願い

たいと思ったわけです。

国の災害の補助事業東光農村基盤整備課長

でございますけれども、４０万円以上が災害

の補助事業になります。そして、それ以下、

１３万円から４０万円は小災害ということで。

今回、九州北部豪雨は激甚災害指定を受けま

したので、起債制度が利く小災害制度がござ

います。今回、日田市におきましても、その

指定を受けて制度を利用するんですが、農家

個人が発注しても、その起債制度を活用でき

るようになりましたし、また、その事務手続

につきましても簡素化ということで国に要請

しております。

小災害以下の面積を把握しているかという

御質問でございますけれども、そこについて

は、農村基盤整備課としては把握はしており

ません。

分かりました。これは、これから玉田委員

のお話でしょうけれども、多分、こういう異

常気象の中では、いつどこがどういう災害に

遭うか分からないと。そして、特に、回って

みますと、もう田んぼが川のようになってい

る所がかなりありましたけれども、そこの復

旧を個人でというと、やっぱり厳しいだろう

なという所が随分あります。ただ、決算書、

予算書を見ると、その個人のやる部分につい

ては予想されていないというか、当然制度の

枠外ですから載らないと思うんですけれども、

是非ここについて、すぐにどうということは

制度上難しいかもしれませんけども、少しこ

の対策どうするかということについても検討

されてほしいと、始めてほしいと思います。

要望でありますけれども、今後検討をお願い

したいと思います。

そのほか、委員で質疑はござ土居副委員長

いませんか。

事業別説明書の２２１ページ、森藤田委員

林整備加速化・林業再生基金積立金の中で、

直接決算にはつながらないのかもしれません

が、高性能林業機械の導入等に活用と記載さ

れております。これまでこの制度を使って幾

つの事業者若しくは事業団体に、何台ぐらい

の機械が幾ら購入されているのか。いわゆる

大分県内に何台ぐらいこの高性能機械がある

のかということを、もし手元にデータがあれ

ばお教えいただきたい。

また、あくまでも素人的な発想ですが、最

近の水害での流木被害ですね。流木の処理に

非常に手間取っているという状況もあるんで

すけども、そういった流木の処理にこの高性

能機械は使えているのか、若しくは技術的、

制度的あるいは効率的に使うことが可能なの

かということをお伺いしたいと思います。

高性能林業機械の導入数樋口林務管理課長

ですが、平成２７年度末で３１０台入ってい

ます。流木に対して林業機械を使えるかとい
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うことなんですけど、流木の場合は、ほとん

どが枝が取れた状態で出てきているので、そ

れをつかんで玉切りにというのは当然できる

とは思いますが、玉切りにしても、恐らくそ

れは一般廃棄物として処理されるので、その

手間を掛けるだけ無駄というか、ちょっと手

間が惜しいということになると思いますので、

産廃処理の手続に従った、林業機械の使われ

方というのを多分されるのではないかと認識

しております。

玉切りだけなので、わざわざ林業藤田委員

機械を使うほどもないという意味と捉えてい

いんでしょうか。それと、仮に使った場合、

復旧の速度をどれぐらい早めることができる

かという検討だとか、仮に使うとしたときに

制度上の問題がないとかという検討というの

は、これまでされたことがあるんでしょうか。

制度上は問題ないと思い樋口林務管理課長

ますけど、流木の場合、どうしても川を流れ

てきているので石とかをかんでいまして、チ

ェーンソーの歯が駄目になったりとかして機

械自体の補修費に余分にお金が掛かります。

どちらかと言うと、建設用の、つかんでバチ

ャッと切るようなそういった機械の方が、コ

スト面とか運用の面で早いんではないかと思

います。

よろしいですか。そのほかご土居副委員長

ざいませんか。

２点お伺いします。まず、主要な施森委員

策の成果の１６１ページ、おおいた豊後牛流

通促進対策事業についてです。

こちらの事業の成果の欄に、新たに２７店

舗の開拓ができ、中でも県外における取扱店

が１０店舗増加し、取扱量も倍増したとござ

います。まず、現在のこれらの店舗での取扱

量について、数字が分かれば教えてください。

また、県外における取扱量がそのうちどれぐ

らいなのかについて、分かれば教えていただ

きたいと思います。

もう１点、決算事業別説明書の２１３ペー

ジ、上から２段目の国土調査事業費について

です。先ほど現在の進捗状況か６１．８％と

いう御説明がございました。今後の国土調査

に関することですが、進捗の見込みはあとど

れぐらい掛かるのか。また、現在、現場でな

かなか国土調査が進まない理由とか課題があ

れば教えていただきたいと思います。

豊後牛のブランド対策に近藤畜産振興課長

関しての御質問でございます。

まず、取扱量といったところでございます。

この認定店の要件といたしましては、１点は、

例えば飲食業とかですと、メニュー化を常時

されているというところが一つ要件になって

おります。それから、もう１点はスーパー等

の量販店。これは、年間合わせて６００キロ

グラム以上の取扱いがなされているのが認定

条件という現状でございます。

ちなみに、県外で、現在４０店舗程度、認

定店がございます。こちらに畜産公社から出

荷しております牛肉の量は、平成２８年度で

２万４，９００キログラム程度、約２５トン

という結果となっております。

国土調査事業の進捗加藤農村整備計画課長

についての御質問ですが、全体の進捗、県内

の要整備量につきましては５，７７７平方キ

ロメートルで、２８年度末時点では２，２０

０平方キロメートルは残っておりまして、現

在の進捗は６１．８％となっております。全

国平均では５１．６％ということで、全国平

均を上回り１６位という成果ではございます

が、現在の進捗が、昨年度の実績では年間２

４．１５平方キロメートルということで、今

の残事業をそのまま割りますと７、８０年掛

かってしまうということで、予算の確保、ま

た市町村と連携してやっていくわけですが、

立ち後れている林地、また進捗率が著しく低

い都市部については、地籍調査の前段として

平成２２年度から実施しております、山村境

界基本調査や都市部官民境界基本調査を利用

しながら進捗を図っていきたいと思っており

ますし、今後も国に対して、予算の確保等に

努めてまいりたいと思います。

まず、豊後牛についてなんですけど森委員

も、全体の取扱い、この店舗全体での取扱量
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がもし分かれば教えてください。そのうち今、

県外がどれぐらいかというのを少し確認した

かったところです。

このことに関してなんですけども、先日、

久住町で全国和牛能力共進会の優勝祝賀会が

ございました。そのときに関係者から、是非

このおおいた豊後牛をもっともっとコマーシ

ャルして消費拡大につなげてほしい、日本一

をもっとアピールしてほしいという声がたく

さん上がっておりました。そんな中で、全国

和牛能力共進会の会場でいろんなブースがあ

ったわけなんですけれども、例えば試食のブ

ースですね、博多和牛ですとか、佐賀牛です

とか、いろんなブースはございましたけども、

大分県のおおいた豊後牛、日本一の豊後牛の

試食コーナー等は会場にございませんでした。

そして先週土曜日、大分駅前で行われたラグ

ビーワールドカップ２０１９の２年前イベン

トの会場においても、残念ながら、岩手県の

前沢牛はございましたけども、豊後牛はござ

いませんでした。こういったところから、や

はり県民の皆様にも今回の日本一を知ってい

ただく、また、全国の皆様にもアピールする

といった意味で、国民文化祭等でのアピール

が必要だと思っているんですが、その点につ

いてのコメントをお聞かせください。

もう一つ、国土調査事業についてですけど

も、現在の進捗率では、非常にまだまだ時間

が掛かって終わらないということでありまし

た。これについて、予算の確保も必要なんで

すけども、やっぱり技術的な革新というか、

そういった部分を取り入れていかないと進ん

でいかないし、今の予算を有効に使っていく

ためには、例えば新しい技術であるとか。境

界立合い等で、一つ一つ積み上げていかない

といけないので物すごく時間が掛かるとは思

うんですけども、そういった新しい技術の導

入等に関して、それがコスト削減とかにつな

がるという意味で進捗率が向上するというこ

とも考えられると思うんですが、その点につ

いて現在の状況が分かれば教えてください。

まず、全体での取扱量と近藤畜産振興課長

いうことについてでございます。認定店から

の年間取扱量について、全ての店舗から具体

的な数値の報告を受けるという形はなかなか

取れないのが実情でございます。

先ほど申しました量販店の６００キログラ

ム以上というところは、確認させていただき

ながら認定を行うということになっておりま

す。そういうことで、県外に畜産公社から出

荷した数量は、先ほど申しましたように約２

５トンということで、これは前年に比べまし

て２倍以上増えているという状況でございま

す。畜産公社でのと畜頭数、これが一つの県

内での流通の基になろうかと思いますけども、

これは昨年度実績で、頭数は約５，８００頭

になっているところでございます。

続きまして、ＰＲについてであります。全

共会場でのＰＲ、これにつきましては、関係

する団体との協議の中でＰＲ方法を決定した

ところでございます。県のブースが独自にご

ざいました。そこでは、同じように県のおお

いた豊後牛のＰＲ資材等を。非常に好評です

ぐに持ち帰っていただけるような、そういっ

たＰＲ活動も行ったところでありますし、畜

産公社からＴボーンステーキの現物を持って

きましてＰＲもさせていただいて、注文票な

んかも皆さんに持って帰っていただいたとい

った状況で、ＰＲに努めたところでございま

す。

今後は、こういった成果をしっかりとＰＲ

していきたいと思っております。直後に県内

５８の量販店でフェアを開催していただきま

したし、今後、県の農林水産祭を始めとする

いろんな機会で、しっかりとしたＰＲに努め

ていきたいと思っております。

国土調査事業におけ加藤農村整備計画課長

る新技術の導入の件でございます。先ほど説

明が不足しておりましたが、どうしても事業

の進捗を妨げているのは、農山村部の高齢化

によって、なかなか境界が分かっている方が

少なくなっていると、村外に出ていったり県

外に出ていったりしておりまして。その辺が

一番大きな理由ではございますが、少しでも
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進捗を図るという意味から考えますと、今も

測量の技術は日進月歩で進んでいると思いま

すが、今後もこの技術の進歩に乗り遅れない

ように、きちっとそういう新しい技術の導入

も図っていきたいと考えております。

そのほかございませんか。土居副委員長

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、委員外議員で質疑土居副委員長

はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

では、本日の質疑等を踏まえ、土居副委員長

全体を通して、委員の方から何か質疑はござ

いませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これ土居副委員長

で質疑を終了します。

それでは、これをもって農林水産部関係の

審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔農林水産部、委員外議員退室〕

これより、内部協議に入りま土居副委員長

す。

先ほどの農林水産部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたい

と思いますが、特に指摘事項や、来年度予算

へ反映させるべき意見・要望事項等がありま

したらお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

特にないようですので、審査土居副委員長

報告書案の取りまとめについては、本日の審

査における質疑を踏まえ、委員長に御一任い

ただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたし土居副委員長

ます。

以上で、農林水産部関係の審査報告書の検

討を終わります。

以上で、本日の審査及び３日から行ってま

いりました部局別審査は終わりました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、ここ土居副委員長

でお諮りいたします。

審査の取りまとめについては、本日までの

委員会審査における執行部との質疑などを踏

まえ、正・副委員長協議の上、委員会審査報

告書の案を作成し、今月２７日の委員会にて

お諮りしたいと考えておりますが、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、古手川委員長とと土居副委員長

もに準備を進めてまいります。

次回の委員会は、２７日金曜日の午前１０

時から、第３委員会室で開きます。

以上をもって、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


